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第１章第１章第１章第１章    計画の概要計画の概要計画の概要計画の概要    

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

国の障がい者施策においては，障害者自立支援法に変わる，障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（以下，「障害者総合支援法」という。）が施行され，

障がいの有無にかかわらず，相互に個性の差異と多様性を尊重し，人格を認め合う共生社

会の実現に向けた法整備が行われ，また，新たに平成２８年度から障害者差別解消法も施

行されます。 

本市では，平成２３年度からの５か年計画である「障がい者千人雇用」事業の趣旨を取

り入れた「総社市障がい者計画・第３期総社市障がい福祉計画」を平成２４年度に策定し，

障がい者福祉施策の推進に取り組んできました。 

「第４期総社市障がい福祉計画」（以下，「本計画」という。）は，障害者総合支援法

第８８条第１項により策定が義務付けられているもので，本市で策定している総合計画や

関連計画等を踏まえ，市が障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス，相談支援や地

域生活支援事業のサービス等を提供するための基本的な考え方や数値目標，確保すべきサ

ービス量，確保のための方策を定める計画です。 

 

 

 

２ 計画の位置づけと期間 

本計画は，障害者総合支援法に基づく「市町村障害福祉計画」として策定するもので，

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体

制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的

な指針」（平成２６年厚生労働省告示第２３１号）（以下「国の指針」という。）や総社

市総合計画，本市の保健福祉分野における各計画とも整合性を図りつつ策定しました。 

本計画の計画期間は，平成２７年度から平成２９年度までの３年間とします。 
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３ 計画の基本指針（基本理念と成果目標及び喫緊の重要課題） 

    本計画では，計画に記載すべき事項として，計画の実施により達成すべき基本的

な目標（成果目標）と目標達成に向けて定期的な状況確認を行うべき指標（評価指

標），また，喫緊の重要課題を定め，数値目標及び必要なサービス量の確保のため

の方策を定める必要があります。 

 

（１）基本理念 

日常生活・社会生活の福祉的支援が，自立と共生社会を実現するため，社会参加の機会の

確保や地域社会における共生，社会的障壁の除去に資するよう，総合的かつ計画的に行うた

め，次のとおり基本理念を掲げます。 

 

             自立と共生の社会を実現 

           障がい者が地域で暮らせる社会に 

 

 

（２）成果目標（平成２９年度までの目標）と評価指標 

基本理念を実現するために，本計画の最終年度となる平成２９年度に向け，次の４項目に

ついて数値目標を成果目標として設定し，この成果達成に必要なサービスの見込量及び確保

の方策を示します。 

 

    ①福祉施設から地域生活への移行促進 

②精神科病院から地域生活への移行促進 

③障がい者の地域生活の整備 

④福祉施設から一般就労への移行促進 

 

成果目標 評価指標 

①福祉施設から地域生活への移行促進 

 

【成果目標１】 

福祉施設入所者の地域生活への移行 

・地域生活移行者の増加 

 ・施設入所者の削減 

○ 当該成果目標を踏まえ，以下の障がい

福祉サービス等の必要な量の見込み

（評価指標）を定める。 

・生活介護の利用者数，利用日数 

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用

者数，利用日数 

・就労移行支援の利用者数，利用日数 

・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数，
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利用日数 

・短期入所（福祉型・医療型）の利用者数，

利用日数 

・共同生活援助の利用者数 

・地域相談支援（地域移行支援，地域定着

支援）の利用者数 

・施設入所支援の利用者数 

（施設入所者の削減） 

②精神科病院から地域生活への移行促進 

 

【成果目標２】 

 精神科から地域への移行 

 ・地域移行支援・地域定着支援 

○ 都道府県の成果目標を踏まえ，以下の

障がい福祉サービス等の必要な量の見

込み（評価指標）を定める。 

・自立訓練（生活訓練）の利用者数，利用

日数 

・就労移行支援の利用者数，利用日数 

・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数，

利用日数 

・短期入所（福祉型・医療型）の利用者数，

利用日数 

・共同生活援助の利用者数 

・地域相談支援（地域移行支援，地域定着

支援）の利用者数 

③障がい者の地域生活の整備 

 

【成果目標３】 

 地域生活支援拠点の整備 

 ・平成２９年度末までに各市町村又は各圏 

域に少なくとも１つの拠点等を整備 

○ 圏域での拠点整備を検討する。 

④福祉施設から一般就労への移行促進 

 

【成果目標４】 

 福祉施設から一般就労への移行 

 ・福祉施設利用者の一般就労への移行者の

増加 

 ・就労移行支援事業の利用者の増加 

 ・就労移行支援事業所の就労移行率の増加 

○ 当該性か目標を踏まえ，以下の障がい

福祉サービス等の必要な量の見込み

（評価指標）を定める。 

・就労移行支援の利用者，利用日数 

・就労移行支援事業等から一般就労への移

行者数（就労移行支援，就労継続支援Ａ

型，就労継続支援Ｂ型） 
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（３）喫緊の重要課題 

障がい者実態調査や各団体等から意見をいただいた施策の現状と課題を踏まえ，本市で

は，次に掲げる４項目を喫緊の重要課題として取り組んでいきます。 

３年間を見据えての「成果目標」とは性質が異なり，喫緊の重要課題については，本計画

の初期年度となる平成２７年度が，その課題の主体となり，平成２８・２９年度では，２７

年度での取り組みをもとに，関係機関や地域との連携などに取り組んでいきます。 

 

① ライフステージを通した支援 

  ・将来に向けた夢づくりの推進 【乳幼児・就学期】 

・「障がい者千人雇用」の実現 【就労期】 

・安心した老後のための居住支援【高齢期】 

② 相談できる機関の周知と活用 

③ 差別問題への対応 

④ 防災対策の推進 
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４ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

第第第第 1111 章章章章    計画の概要計画の概要計画の概要計画の概要    

第２章第２章第２章第２章    総社市の現状総社市の現状総社市の現状総社市の現状    

目標・課題の設定 

 

基 本基 本基 本基 本 理理理理 念念念念    

基 本 指 針基 本 指 針基 本 指 針基 本 指 針    

第４第４第４第４章章章章    喫緊の喫緊の喫緊の喫緊の重要課題重要課題重要課題重要課題    

1 ライフステージを通した支援 

(1)将来に向けた夢づくりの推進 

(2)「障がい者千人雇用」の実現 

(3)安心した老後のための居住支援 

 

２ 相談できる機関の周知と活用 

 

３ 差別問題への対応 

 

４ 防災対策の推進 

第３第３第３第３章章章章    成果目標成果目標成果目標成果目標    

１ 福祉施設から地域生活への 

移行 

 

２ 精神科病院から地域生活へ 

の移行推進 

 

３ 障がい者の地域生活の整備 

 

４ 福祉施設から一般就労への 

移行推進 

    

第５章第５章第５章第５章    計画計画計画計画の推進体制の推進体制の推進体制の推進体制    

ＰＤＣＡサイクル 
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５ 計画の策定までの作業過程 

障がい者に対する各施策のあり方については，障がい者はもとより，関係機関や広く市

民の意見を把握し，それを反映させるよう配慮する必要があります。そこで，本計画の策

定に当たっては，以下のような取り組みを行いました。 

 

（１）総社市議会厚生委員会 

     平成２６年４月２２日に開催された委員会で，本計画を平成２６年度中に策定するこ

とを報告しました。 

      また，平成２７年１月１５日に開催された委員会で，本計画の概要，基本指針（基本

理念と成果目標及び重要課題）について協議しました。 

 

（２）総社市障がい者実態調査 

本計画の策定に関する一部業務を委託するにあたり，指名競争入札を平成２６年６月

１１日及び７月８日に実施しましたが，不成立となったため，７月１５日付けで１社と

随意契約により委託契約を締結しました。 

なお，委託事務の１つとして，障がい者の生活実態やニーズなどを把握分析するた

め，身体障害者手帳

※

所持者，療育手帳

※

所持者及び精神障害者保健福祉手帳

※

所持者等

を対象に実態調査を実施しました。 

 

    ① 調査の対象と調査方法 

身体障害者手帳を所持されている方，療育手帳を所持されている方，精神障害者

保健福祉手帳を所持されている方，自閉症

※

・情緒障がいで特別支援学級に通学され

ている方の保護者に，郵送による配布，回収を行いました。ただし，自閉症・情緒

障がいで特別支援学級に通学されている方の保護者については，学校を通じた配

布・回収を行いました。 

 

    ② 調査の期間 

平成２６年８月２８日～平成２６年１０月１日 

 

③ 回収結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
発送数 有効回収数 有効回収率 

合計 2,291 通 1,183 通 51.6％ 

 
身体障がい者 1,244 通 739 通 59.4％ 

知的障がい者 490 通 194 通 39.6％ 

精神障がい者 313 通 151 通 48.2％ 

自閉症・情緒障がいで特別支援学級に 

通学されている方の保護者 

244 通 99 通 40.6％ 
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（３）障がい者団体との意見交換 

平成２６年１２月１５日に障がい者団体（総社市身体障がい者福祉協会，総社市手

をつなぐ親の会，ＮＰＯ法人あゆみの会）との意見交換を行い，日常の生活で困って

いることなどの生活課題を聞き取りました。 

 

（４）総社市障害者施策推進協議会 

事務局により，各施策分野の資料等の収集，現状・課題の整理，分析を行い，計画

素案を作成し，平成２７年１月２１日付けで総社市障害者施策推進協議会（以下，「協

議会」という。）委員へ送付し，意見を求めました， 

 

（５）総社市地域自立支援協議会 

平成１９年３月から障がい福祉関係機関が相互に協働し，障がい福祉に関するシス

テムづくりを推進することと，「障がい者基幹相談支援センター」を適正に運営する

こと等を目的として「総社市地域自立支援協議会」が設置されています。本計画の策

定に際しては，平成２６年１１月２７日から１２月１０日までヒアリングシートによ

る意見収集を行いました。この自立支援協議会での協議事項を計画に反映させるとと

もに，必要に応じて意見を聴取しながら策定しました。 

 

（６）パブリックコメント 

計画素案を広く市民に公表し，意見募集（パブリックコメント）を行いました。 

○実施期間 

平成２7 年 1 月２3 日～平成２７年２月１３日 

○実施方法 

 市ホームページによる公表及び，市役所・支所・出張所での閲覧 

 

【パブリックコメント後の作業内容は未定のため記載していません】 
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第２章第２章第２章第２章    総社市の現状総社市の現状総社市の現状総社市の現状    

１ 人口等の動向 

（１）人口の推移 

本市の総人口をみると，平成１７年３月の一市二村の合併を経て，平成１７年の総人 

口は６７,９０１人で，平成１９年の６８，０３９人をピークに減少傾向にありましたが，

平成２４年からは，また増加傾向にあり，平成２６年の総人口は６７,８０９人となってい

ます。 

全人口に占める６５歳以上の割合は２６．２％であり，平成１７年（２０．４％）から

５．９ポイント増加しているものの比較的緩やかに高齢化が進行している状況であり，１

５歳未満の人口割合は１４％台を維持しています。 

図表 1 年齢３区分人口の推移 

      (単位：人) 

 平成１７年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

１５歳未満 
９,８６８ ９,７５８ ９,７７８ ９,８２５ 

１５～６４歳 
４４,２７５ ４１,４４８ ４０,７３９ ４０,１８３ 

６５歳以上 
１３,８４５ １６,４９９ １７,２２７ １７,８０１ 

総人口 ６７,９８８ ６７,７０５ ６７,７４４ ６７,８０９ 

各年１１月末日現在  
資料：市民課 

 

図表 2 年齢３区分別構成比の推移 

14.5 14.4 14.4 14.5 

59.3 60.2 61.2 
65.1 

26.2 25.4 24.4 
20.4 
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40%
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80%

100%

平成２６年平成２５年平成２４年平成１７年

１５歳未満 １５～６４歳 ６５歳以上

 

各年１１月末日現在   
資料：市民課 
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（２）人口の構成 

平成２６年１１月末日現在における本市の人口構成は次のとおりです。いわゆる団塊 

の世代を含む６５～６９歳が高齢者となっており，今後も高齢化率が徐々に高くなること

が推定されます。 

 

図表 3 人口ピラミッド 

   総人口 ６７，８０９人 
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1,933
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（女性）34,834人
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2,014

2,334
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2,002

1,778

1,993

2,248

2,561

1,967

1,377
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603

221

0人1000人2000人3000人4000人

   0-4
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 20-24

 25-29

 30-34

 35-39

 40-44

 45-49

 50-54

 55-59

 60-64

 65-69

 70-74

 75-79

 80-84

 85-89

90歳-

（男性）32,975人

 

平成２６年１１月末日現在  
  資料：市民課 
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２ 障がい者の状況 

（１）身体障がい者 

平成２５年３月末における本市の身体障がい者は２,４０２人で，そのうち，６９．７

％が６５歳以上となっています。また，６５歳以上の身体障がい者のうち，６０．７％が

肢体不自由，２５．８％が内部障がいとなっています。 

身体障がい者数の推移をみると，平成２１年度末では２,３７０人であった身体障がい

者数は平成２５年度末では２,４０２人と，１．４％増加していますが，直近の３か年で

みると減少傾向にあります。 

障がい種別の身体障がい者数の推移をみると，過去５年間で音声・言語障がいが，３６．

８％，内部障がいが８．６％増加していることが分かります。 

 

図表 4 身体障害者手帳所持者数の推移 

2,370
2,511 2,513 2,461 2,402

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成２ １年 度 平成 ２２ 年度 平成２ ３年度 平成２ ４ 年度 平成２ ５年度

   

    各年度末現在                      資料：福祉課 

 

 

図表 5 身体障害者手帳所持者数 

（人） 

年齢別 

等級別 

合計 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

１８歳未満 ２５ １２ １２ ２ １ ５ ５７ 

１８～６４歳 ２３５ １１６ ７５ １５９ ５７ ３０ ６７２ 

６５歳以上 ４９４ ２６４ ２３３ ４８６ １０１ ９５ １,６７３ 

合計 ７５４ ３９２ ３２０ ６４７ １５９ １３０ ２,４０２ 

      平成２５年度末現在                      資料：福祉課 
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図表 6 障がい種別身体障害者手帳所持者数（６５歳以上） 

肢体不自由

60.7%

内部障がい

25.8%

視覚障がい

6.3%

聴覚・平衡機

能障がい

6.2%

音声・言語障

がい

1.0%

N = 1,673

 

平成２５年度末 資料：福祉課 

 

 

 

 

 

図表 7 等級別身体障害者手帳所持者数 

１級
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４級
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平成２５年度末 資料：福祉課 
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図表 8 障がい種別身体障害者手帳所持者数の推移 
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各年度末現在 資料：福祉課 
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（２）知的障がい者 

知的障がい者数の推移をみると，平成２２年度末では４６８人であった知的障が

い者数は平成２５年度末では４３１人とやや減少傾向にあります。 

障がい程度別の知的障がい者数の推移をみると，過去５年間でＡ判定は８．６％減少

し，Ｂ判定は２．４％増加していることが分かります。 

 

図表 9 療育手帳所持者数の推移 

441
468 463

445 431

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

平成 ２ １ 年度 平成 ２ ２ 年度 平成 ２ ３ 年度 平成 ２ ４ 年度 平 成２ ５ 年度

 

 各年度末現在                     資料：福祉課 

 

 

 

図表 10 年齢階層別療育手帳所持者数 

         

１８歳未満

31.6%

１８～６４歳

62.4%

６５歳以上

6.0%

N = 431

 

         平成２５年度末             資料：福祉課 
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図表 11 障がい程度別療育手帳所持者数の推移 

（人） 

区 分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

４年間の 

増加率 

Ａ判定 １８７ １９２ １７４ １７２ １７１ ９１.４% 

Ｂ判定 ２５４ ２７６ ２８９ ２７３ ２６０ １０２.４% 

合 計 ４４１ ４６８ ４６３ ４４５ ４３１ ９７.７% 

    各年度末現在                          資料：福祉課 
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（３）精神障がい者 

精神障がい者数の推移をみると，平成２２年度末では１５４人であった精神障が

い者数は平成２５年度末では２４５人と，５９．１％増加しています。 

等級別の精神障がい者数の推移をみると，過去５年間で１級は２８．９％，２級

は６２．１％，３級は１３５．７％増加していることが分かります。 

 

 

図表 12 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 
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各年度末現在                              資料：福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 13 等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

５年間の 

増減率 

１ 級 ４５ ４３ ５６ ５５ ５８ １２８.９% 

２ 級 ９５ １１３ １４１ １４３ １５４ １６２.１% 

３ 級 １４ ２０ １７ ２７ ３３ ２３５.７% 

合 計 １５４ １７６ ２１４ ２２５ ２４５ １５９.１% 

各年度末現在    資料：福祉課 
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（４）発達障がい 

発達障がいの疑いがある児の推移をみると，平成２３年度では，１歳６か月児が４ 

４人，３歳６か月児が１０６人であったのが，平成２５年度では１歳６か月児が２０ 

３人，３歳６か月児が２１３人と２６６人増加しています。 

この推移は，幼稚園や保育所等の集団生活をしていく中で，集団になじめないなど 

     の相談による発達障がいの理解とともに保護者や施設関係者の認識が高くなったこと

から，近年増加する傾向にあると考えられます。 

 

 

図表 14 発達障がいの疑いがある児の推移 

（乳幼児健診結果） 

 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

１歳６か月児 

４４人 

（７．５％） 

１１４人 

（２０．５％） 

２０３人 

（３３．７％） 

３歳６か月児 

１０６人 

（１７．９％） 

１３８人 

（２２．８％） 

２１３人 

（３５．７％） 

    各年度末現在 資料：こども課 
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第３章第３章第３章第３章    成果目標と評価指標成果目標と評価指標成果目標と評価指標成果目標と評価指標    

 

１ 成果目標（平成２９年度の数値目標） 

本計画の最終年度となる平成２９年度に向けた数値目標を成果目標として設定し，この

成果達成に必要なサービスの見込量及び確保の方策を示します。 

  

（１）福祉施設から地域生活への移行 

第３期計画の実績数値（平成２３年１０月１日時点）における施設入所者のうち，自立

訓練等を利用し，平成２９年度末までに地域生活へ移行している人の数値目標を設定しま

す。 

国の指針では，平成２９年度末時点で，平成２５年度末時点の施設入所者の１２％以上

が地域生活へ移行すること，施設入所者の４％以上の削減を基本に，地域の実情に応じて

目標を設定することとなっています。 

平成２５年度末までの地域生活移行者数は２９人で，平成２６年度末までの目標値に対

する達成率は１１６％となっています。 

今後，グループホーム

※

の増加や一般住宅への移行支援も進めることにより，平成２９年

度の入所者を４５人と設定しました。 

 

【成果目標１：福祉施設入所者の地域生活への移行】 

 

基礎数値 平成２３年１０月１日現在の施設入所者数 ７７人 

実 績 

平成２５年度末までの施設入所者数 ６５人 

平成２５年度末までの地域生活移行者数 ２９人 

見込みと見込みと見込みと見込みと    

目標値目標値目標値目標値    

平成２９年度末の入所型施設入所者数平成２９年度末の入所型施設入所者数平成２９年度末の入所型施設入所者数平成２９年度末の入所型施設入所者数

注１

 ４５人 

平成２９年度末までの平成２９年度末までの平成２９年度末までの平成２９年度末までの削減削減削減削減数数数数

注２

    ２０人 

平成２９年度末までの平成２９年度末までの平成２９年度末までの平成２９年度末までの地域生活移行者数地域生活移行者数地域生活移行者数地域生活移行者数

注３

    ３０人 

注１ 平成２９年度末の入所型施設入所者数は，現在の施設入所者数から同年度末までの削減数

を差し引いた数に退院可能な精神障がい者の訓練系入所者を加算しています。 

注２ 平成２９年度末までの削減数は，平成２６年度末までの地域生活移行者数から新規利用に

よる入所型施設入所者数を差し引いた数となります。 

注３ 地域生活移行者数とは，入所施設の入所者が施設を退所し，生活の拠点をグループホーム，

福祉ホーム，一般住宅へ移行した者の数とします。 
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（２）精神科病院から地域生活への移行促進 

① 地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している障がい者又は精神科病院に入院している精神障が

い者に対し，住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談

その他の便宜を供与するサービスです。 

 

【成果目標２：精神科から地域生活への移行】 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

利用者数 

（人／月） 

０ ０ １ ５ ５ ５ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

 

② 地域定着支援 

施設・病院からの退所・退院，家族との同居から一人暮らしに移行した障がい者，地

域生活が不安定な障がい者等に対し，常時の連絡体制を確保し，障がいの特性に起因し

て生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与するサービスです。 

 

【成果目標２：精神科から地域生活への移行】 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成２８年度 平成29年度 

利用者数 

（人／月） 

０ １ １ ５ ８ ８ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

（３）障がい者の地域生活の整備 

     国の指針では，障がい者の地域での生活を支援するため，平成２９年度末までに，地域生

活支援拠点等として，各市町村又は各圏域に少なくとも一か所を整備することとされている。 

     本市においては，圏域での拠点整備を検討していきます。 

 

【成果目標３：地域生活支援拠点の整備】 

 

目標値 平成２９年度末までの圏域での拠点整備数 １か所 
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（４）福祉施設から一般就労への移行促進 

   ① 福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設の利用者のうち，就労移行支援事業等を通じて，平成２９年度中に一般就労

に移行する人の数値目標を設定します。 

前計画では，平成２６年度における障がい者の福祉施設利用者のうち，就労移行支援

事業等を通じて，同年度中に一般就労に移行する者の数値目標を１５人と設定していま

したが，平成２５年度末までに一般就労に移行した障がい者は，３人となっています。

計画の目標の設定に当たっては，国の指針を踏まえると平成２９年度の年間一般就労移

行者数は６人以上の設定となりますが，障がい者千人雇用を目指し，第３期計画の目標

数値の１５人を見込みます。 

 

   【成果目標４：福祉施設から一般就労への移行】 

 

基礎数値 
平成２３年１０月１日までの一般就労移行者数 

０人 

３期目標 平成２６年度における一般就労移行者数 １５人 

実 績 
平成２５年度における一般就労移行者数 

３人 

目標値 
平成２９年度の年間一般就労移行者数 

１５人 

 

② 就労移行支援事業の利用者数 

平成２９年度末における福祉施設の利用者数のうち，就労移行支援事業の利用者数の

数値目標を設定します。 

本市における平成２５年度末における福祉施設利用者２９８人のうち就労移行支援事

業の利用者は７人となっています。 

目標の設定に当たっては，国の指針を基本として実績及び地域の実情を踏まえた上で

設定しています。 

  

【成果目標４：福祉施設から一般就労への移行（就労移行支援事業の利用者数）】 

 

実 績 

平成２５年度末における福祉施設利用者数

注

 
２９８人 

平成２５年度末における就労移行支援事業利用者数 
７人 

見込みと 

目標値 

平成２９年度末の福祉施設利用者数 
４３４人 

平成２９年度末の就労移行支援事業利用者数 
１２人 

注 福祉施設利用者数とは，生活介護，自立訓練（機能訓練／生活訓練），就労移行支援，就労継続支援（Ａ

型），就労継続支援（Ｂ型）のいずれかを利用している人数を指します。 
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③ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業の利用者の割合 

平成２９年度末における就労継続支援事業の利用者のうち，就労継続支援（Ａ型）事

業の利用者割合の数値目標を設定します。 

目標の設定に当たっては，国の指針を踏まえた上で，障がい者千人雇用を目指した数

値を設定しています。 

 

【成果目標４：福祉から一般就労への移行（就労継続支援事業利用者の割合）】 

 

実 績 

平成２６年１０月１日現在の就労継続支援（Ａ型）事業

の利用者数 

１０４人 

平成２６年１０月１日現在の就労継続支援（Ｂ型）事業

の利用者数 

９１人 

見込みと

目標値 

平成２９年度末の就労継続支援（Ａ型）事業の利用者数 １４０人 

平成２９年度末の就労継続支援（Ｂ型）事業の利用者数 １２０人 

見込みと

目標値 

平成２９年度末の就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）事業の 

利用者数 

２６０人 

平成２９年度末の就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の

就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）事業利用者数に占める割合 

５３.８％ 
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２ 評価指標（事業量の見込み量） 

        本計画における「成果目標」に従い，障がい福祉サービスの見込み量を算出し，評価指標

とします。 

第３期計画期間中のサービス利用実績と今後の事業所の事業展開意向等を踏まえ，本計

画における各種サービス事業量を見込みました。 

就労移行支援，就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）については，国の指針を踏まえた上で障が

い者千人雇用を目指した数値を設定しています。 

 

（１）障がい福祉サービス等の事業量見込み 

 

１ 訪問系サービス 

 

① 居宅介護 

居宅介護の支給が必要と判断された障がいのある人の家庭に対してヘルパーを派遣

し，入浴・排せつ・食事等の身体介護，洗濯・掃除等の家事援助を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

５３ ６０ ５４ ６０ ６５ ７０ 

利用時間 

（時間／月） 

９５７ ９３６ ９４３ １，１４０ １，２３５ １，３３０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常時介護を要する障がいのある人に対してヘルパーを派遣し，

入浴・排せつ・食事等の介護，外出時における移動中の介護を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

１ ３ ３ ３ ３ ３ 

利用時間 

（時間／月） 

２１６ ３７２ ３８４ １８０ １８０ １８０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 
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③ 同行援護 

視覚障がいにより，移動に著しい困難を有する障がい者等につき，外出時において，

当該障がい者等に同行し，移動に必要な情報を提供するとともに，移動の援護，排泄・

食事等の介護その他外出する際に必要となる援助を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

５ ６ ６ ６ １０ １０ 

利用時間 

（時間／月） 

６３ ７０ ７２ ６０ １００ １００ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

④ 行動援護 

知的障がい，精神障がいによって行動上著しい困難があり，常時介護を要する障がい

のある人に対してヘルパーを派遣し，行動する際に生じ得る危険を回避するための援護

や外出時における移動中の介護を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

０ ４ ５ ５ ６ ７ 

利用時間 

（時間／月） 

０ ３０ ５１ ５０ ６０ ７０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

 

⑤ 重度障がい者等包括支援 

意思の疎通に著しい困難を伴う重度障がいのある人に対して居宅介護をはじめとする

複数のサービスを包括的に行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

０ ０ ０ １ １ １ 

利用時間 

（時間／月） 

０ ０ ０ ４ ４ ４ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 
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（①～⑤合計） 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

５９ ７３ ６８ ７５ ８５ ９１ 

利用時間 

（時間／月） 

１，２３６ １，４０８ １，４５０ １，４３４ １，５７９ １，６８４ 

・サービス見込量の単位 人／月：１か月当たりの利用人数，時間／月：１か月当たりの利用時間（時間＝

人×一人当たり平均利用時間），人日／月：１か月当たりの利用日数（人日＝人×一人当たり平均利用日

数） 

・平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 居宅介護については，平成２４年度から２６年度の利用実績から見込量を推計しまし

た。計画相談支援により利用者が増えることを考慮しました。 

○ 重度訪問介護については，平成２６年９月時点の利用実績から，３か年の利用者数を

推計しました。 

○ 同行援護については，視覚障がいのある人の移動支援事業の実績をもとに，利用増加

を考慮して推計しました。 

○ 行動援護については，地域生活支援事業である移動支援事業を代替として利用する傾

向があります。本計画においては，平成２６年９月時点の利用実績をもとに，年間１名

ずつの増加としました。 

○ 重度障害者等包括支援については，現在まで利用者はいませんが，本計画においては，

支給量確保の観点から１名の利用を見込みました。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 個々の障がい者にふさわしいサービス提供事業者を選ぶことのできるように情報提

供を行うとともに，多様な事業者の参入を促進します。 

○ 必要としている障がい者に十分なアプローチができていない面もあると考えられる

ため，相談支援事業の強化を行う必要があります。 
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２ 日中活動系サービス 

 

① 生活介護 

常時介護が必要である障がい者に対して，昼間，入浴，排せつ，食事の介護などを行

うとともに，創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

１０６ １０５ １１８ １３０ １４０ １５０ 

利用時間 

（人日／月） 

２，０８６ ２，０４３ ２，１０８ ２，３４０ ２，５２０ ２，７００ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 旧体系施設（入通所授産施設，入通所更生施設等）の新体系への移行に伴い，利用

実績が増加しています。平成２７年度は，新規事業者の参入を考慮し，利用者数を推

計しました。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 個々の障がい者にあった事業所を選択することができるよう，広く情報提供を行うと

ともに，多様な事業者の参入を促進します。 

○ 利用者の実態把握に努め，施設との連絡調整の強化に努めます。 

 

 

② 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

機能訓練は，地域生活を営む上で身体機能・生活能力の維持・向上などのため，支援

が必要な身体障がいのある人を対象に，自立した日常生活又は社会生活ができるよう，

一定期間，身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

一方，生活訓練は，地域生活を営む上で生活能力の維持・向上等のため，支援が必要

な知的障がい・精神障がいのある人を対象に，自立した日常生活又は社会生活ができる

よう，一定期間，生活能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

■自立訓練（機能訓練） 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

０ ０ ０ １ １ １ 

利用時間 

（人日／月） 

０ ０ ０ ２２ ２２ ２２ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 
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■自立訓練（生活訓練） 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

５ ７ ２ ３ ３ ３ 

利用時間 

（人日／月） 

１２７ １５６ ６２ ６６ ６６ ６６ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 機能訓練については，事業所自体が県下において極めて少ないため，利用実績があ

りません。生活訓練についても，平成２６年９月利用実績では，２名の利用があるの

みです。 

○ 生活訓練については，数名の利用があるため，実績をもとに推計しました。  

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 今後，サービス提供事業者の動向に注意するとともに，利用者のニーズに合った施設

の情報収集に努め，利用調整を進めます。 

 

③ 就労移行支援 

一般企業への就労を希望し，知識・能力の向上，職場開拓を通じ，一般企業への雇用

又は在宅就労等が見込まれる人に，一定期間，就労に必要な知識及び能力を修得するた

めの訓練を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

５ ７ ６ １０ １５ ２０ 

利用時間 

（人日／月） 

９８ １２６ １２１ ２１０ ３１５ ４２０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 移行支援事業所自体が少ないため，利用者は伸びていませんが，障がい者千人雇用を

目指して，一般就労を進めていくため，年間５人の利用増を見込みます。 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 就労移行支援は，一般就労を進める上からも重要な役割を担うサービスと考えられる

ため，関係機関との連携を密にし，サービスの強化に努める必要があります。 

○ 一般就労を希望する人には，「障がい者千人雇用センター」「障がい者就業・生活支

援センター」「就労支援ルーム」等の関係機関との連携を図り，職場開拓や就労準備，

職場定着などの就労支援と就労に伴う生活面の支援を一体的に行います。 
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④ 就労継続支援（Ａ型） 

就労に必要な知識・能力の向上を図ることによって雇用契約に基づく就労が可能と見

込まれる人に，雇用に基づく就労機会の提供や一般雇用に必要な知識及び能力を修得す

るための訓練を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

６０ ８７ １０４ １２０ １３０ １４０ 

利用時間 

（人日／月） 

１，２３９ １，７０７ ２，１１８ ２，５２０ ２，７３０ ２，９４０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 平成２３年度に初めて市内に就労継続支援（Ａ型）事業所ができ，今後も事業所の増

加が見込まれます。 

○ 障がい者千人雇用を目指して就労を進めていくため，年１０人の利用増を見込みま

す。 

○ 本計画における平成２９年度の見込量については，就労継続支援の利用者（Ａ型＋Ｂ

型）のうち，５割以上がＡ型を利用するものとして増加を見込みます。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 就労継続支援（Ａ型）は，一般就労を進める上からも重要な役割を担うサービスと考

えられるため，関係機関との連携を密にし，サービスの強化に努める必要があります。 

○ 利用を希望する人には，「障がい者千人雇用センター」「障がい者就業・生活支援セ

ンター」「就労支援ルーム」等の関係機関との連携を図り，職場開拓や就労準備，職場

定着などの就労支援と就労に伴う生活面の支援を一体的に行います。 
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⑤ 就労継続支援（Ｂ型） 

年齢や体力の面で雇用されることや就労移行支援及び就労継続支援Ａ型を利用するこ

とが困難な人や，就労移行支援事業を利用したが一般企業への雇用に結びつかなかった

人，５０歳に達している人などに一定の賃金水準に基づく就労の場を提供するとともに

雇用形態への移行に必要な知識及び能力を修得するための訓練を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

７１ ９２ ９１ １００ １１０ １２０ 

利用時間 

（人日／月） 

１，３２９ １，６８９ １，６８８ １,８００ １，９８０ ２,１６０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 平成２３年度に新規事業所が開設し，平成２７年度からも，新規事業所の開設が予想

されるなど，利用実績が増加していくものと考えられます。 

○ 本計画における平成２９年度の見込量については，障がい者千人雇用を目指して年間

１０人程度の増加を見込みます。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 障がい者にとって，適切なサービスを利用することができるよう，事業者や特別支援

学校等との連携を強化するとともに，利用者や家族の意向を適切に把握する必要があり

ます。 

○ 工賃の増加を図る方策を施設事業者とともに考えていく必要があります。 

○ 利用を希望する人には，「障がい者千人雇用センター」「障がい者就業・生活支援セ

ンター」等の関係機関との連携を図り，情報提供を含めた必要な支援を行います。 

 

 

⑥ 療養介護 

医療と常時の介護を必要とする人に，主として昼間に医療機関で機能訓練，療養上の

管理，看護，医学的管理の下での介護及び日常生活の世話を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

１４ １３ １３ １４ １５ １６ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 
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◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 平成２６年度は１３名の利用があり，今後の増加は３年間に３人と見込みます。 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 予算を確保し，サービスを必要とする場合に対応できるよう努めます。 

 

 

⑦ 短期入所 

居宅で介助（介護）する人が病気などの理由により，障がい者支援施設やその他の施

設へ短期間の入所を必要とする障がいのある人に対して，短期間，夜間も含め施設で入

浴，排せつ，食事の介護等を行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

９ １１ １６ １８ ２０ ２２ 

利用時間 

（人日／月） 

４０ ５０ ７７ １２６ １４０ １５４ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 平成２６年９月現在の支給決定者数は１０３名です。利用に備え，見込量を確保する

必要がありますが，利用実績から１年に２人の増加を見込みました。 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 短期入所については，急を要する利用や事情により支給決定量を上回る利用も想定さ

れるため，真に必要な際には適切な対応を行います。 

 

 

３ 居住系サービス 

 

① 共同生活援助 

共同生活援助は，就労又は自立訓練，就労移行支援等を受けている知的障がい者・精

神障がい者を対象として，事業者と賃貸契約を結んだ利用者に対し，共同生活の場にお

いて相談や食事提供その他の日常生活上の世話を行うサービスです。 

     なお，平成２６年度から，共同生活援助と共同生活介護は，共同生活援助に一元化さ 

れました。 
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区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

３４ ４１ ４４ ５０ ６０ ７０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 共同生活援助については，施設設置が進んでいませんが，障がい者千人雇用施策の

一部として，施設設置及び利用者の拡大を図ることを前提に，３年間で２０人の伸び

とします。 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 障がいの程度に応じて，援助を受けながら地域で生活できる共同生活援助（グループ

ホーム）の整備を推進するために，情報提供や相談など，事業者へ必要な支援を行いま

す。 

 

② 施設入所支援 

自立訓練もしくは就労移行支援の対象者のうち，単身での生活が困難な人，地域の社

会資源などの状況により通所することが困難な人又は生活介護の対象となっている障が

いのある人に対して夜間や休日に入浴，排せつ，食事の介護などを行うサービスです。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

６７ ６４ ６４ ６５ ５５ ４５ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込利用状況及び本計画における見込利用状況及び本計画における見込利用状況及び本計画における見込量設定の考え方量設定の考え方量設定の考え方量設定の考え方    

○ 平成２４年度に，市内の旧体系の入所サービス事業者が新体系へ移行したため，移行

予定人数を２０人としました。退所者を年１０人程度，新規利用者は年１人増を見込ん

でいます。 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 地域で自立した生活が困難な利用者の意向を尊重し，必要なサービスが受けられるよ

う，事業者との連絡調整を行います。 

○ 入所を必要とする障がい者やその家族に，入所施設に関する情報提供や施設入所利用

調整に関する支援を行います。 
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４ 相談支援 

 

① 計画相談支援 

障がいのある人又はその保護者が，対象となる障がい福祉サービスを適切に利用でき

るよう，支給決定を受けた障がいのある人の心身の状況やおかれている環境，障がい福

祉サービスの利用に関する意向，その他の事情などを勘案し，サービス利用計画を作成

するサービスです。平成２４年度からの支給決定プロセスの見直しにより，支給決定の

参考資料としてサービス等利用計画の作成が求められております。 

 

区 分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数 

（人／月） 

２０ ４４ ２５ ３０ ３０ ３０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 本市においては，平成２４年度から従来のサービス利用計画の対象者の範囲が段階的

に 拡大され，平成２６年度には，障がい福祉サービス利用者全員が対象となっていま

す。そのニーズに対応していくためには,相談事業者を確保する必要があります。 

○ 本計画においては，新たな相談支援の枠組みや，見込量に対する国の考え方を踏まえ

て，これらの必要量を見込みました。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 利用者本位のケアマネジメントが展開できるよう，総社市地域自立支援協議会を核と

して指定相談支援事業者，サービス提供事業者，関係機関などとの連携・協力を進め，

相談支援体制の強化に取り組みます。 

○ ２４時間体制の相談支援について検討する必要があります。 

○ サービス利用計画の対象者の拡大により，ニーズの増大が見込まれるため，サービス

事業者に対し参入を促し，事業者の確保に努めます。 
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（２）地域生活支援事業の事業量見込み 

本市では，障がい者が自立した日常生活，社会生活を営むことができるように，障害者

総合支援法に基づく地域生活支援事業を実施しています。 

各事業の実績と今後の見込みは以下のとおりです。 

 

１ 相談支援事業 

 

障がいのある人や介助者（介護者）等からの相談に応じ，必要な情報の提供及び助言，

障がい福祉サービスの利用支援等を行うとともに，虐待の防止やその早期発見のための

関係機関との連絡調整，障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助を行うサービ

スです。 

 

区   分 

第３期（実績） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

相

談 

支

援 

事

業 

障害者相談支援事業 

（か所） ３ ３ ３ 

（件/年） ３,４８３ ３,２０２ ２,３５０ 

地域自立支援協議会 （か所) １ １ １ 

平成２６年度の実績は平成２６年１１月実績 

 

区   分 

第４期（見込み） 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

相

談 

支

援 

事

業 

障害者相談支援事業 実施か所数 ３ ３ ３ 

地域自立支援協議会 実施の有無 有 有 有 

成年後見制度

※

利用支援事業 実施の有無 有 有 有 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 現在，障害者相談支援事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に委託

し，地域の相談支援の拠点として「障がい者基幹相談支援センター」の設置をしていま

すが，新たな相談支援の創設に伴い，相談対象者の増大に向けて,相談支援の事業者を

確保していく必要があります。 

○ 地域自立支援協議会については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会を中心に当事

者団体・家族会，障がい者施設・サービス提供事業者，民生委員児童委員，行政機

関，教育関係機関等の代表者により平成１８年度に設置され，現在では，６つの部会等

で定期的に協議を行っています。 
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○ 成年後見制度利用支援事業(市長による審判請求，低所得者の利用助成)について 

は，平成２０年度から実施しており，平成２５年度に，市長による審判請求が１２件

ありました。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 相談支援事業については，利用者が必要なサービスを適切に受けることができるよ

う，更に充実，強化していく必要があります。今後は，障がい福祉サービスの対象者

全員にサービス利用計画を策定するため，それぞれの障がい者や障がい児のライフス

テージに応じたケアマネジメントを行い，より専門的な相談支援の実施を図る体制づ

くりが求められます。 

○ 相談しやすい窓口づくり，訪問調査の充実，包括的な支援の強化，関係機関の連携

強化等に取り組みます。 

○ 地域自立支援協議会では，障がい福祉の課題の協議や個別の相談ケースの検討をし

ていますが，今後も地域の障がい福祉を推進する中核的な役割を果たす機関として，

新たにサービス利用計画等の質の向上を図るための体制づくりや地域移行のネットワ

ークの強化が必要となります。 

 

◎ 総社市地域自立支援協議会の概要 

 

○協議会で協議する内容 

(１)相談支援事業所の運営評価に関する事項 

(２)困難事例への対応の調整に関する事項 

(３)地域の関係機関によるネットワーク構築等に関する事項 

(４)地域の社会資源の開発及び改善に関する事項 

(５)その他，事業を推進するために必要とされる事項 

○部会等（平成２６年１０月現在） 

(１)こどもに寄り添う部会 

(２)相談支援事業所連絡会 

(３)日中一時支援連絡会 

     (４)日中活動事業所連絡会 

(５)住まいを考える部会 

(６)障がい者理解啓発パンフレット作成プロジェクトチーム 
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２ コミュニケーション支援事業 

 

聴覚・言語機能に障がいのある人に対して手話通訳者を派遣する事業や要約筆記奉仕

員を派遣する事業，また，手話通訳者を設置する事業を通じて，意思疎通の仲介等のコ

ミュニケーション支援を行うサービスです。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

支援事業 

手話通訳者 

設置事業 

実設置者 

（人/年） 

１ １ １ １ １ １ 

手話通訳者等 

派遣事業 

実利用件数 

（件/年） 

２５６ ２０４ １５１ ２５０ ２５０ ２５０ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月末までの実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ コミュニケーション支援事業については，市福祉課に手話通訳者（市嘱託員）１名を

配置し，窓口対応や各種会議への出席等に従事しているほか，手話サークルとの連絡調

整など事業の中心となっています。 

○ 手話奉仕員の派遣事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に委託し，養

成講座修了後登録していただいた手話奉仕員（平成２５年度登録者３０名）を利用者か

らの要請で派遣していますが，平成２５年度実績では年間延べ３件でした。 

○ 手話通訳者（平成２５年度登録者５名）の派遣については，市民会館などで行われた

講演や大会などでの手話通訳等，平成２５年度年間延べ７０件の利用がありました。 

また，要約筆記者（平成２５年度登録者１６名）についても，ボランティアサークル

の協力で派遣要請に応じており，平成２７年度以降は年間５件程度を見込みます。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 手話通訳者（市嘱託員）については，引き続き１名を市に配置するとともに，障がい

福祉サービス申請等の相談にも対応できるよう充実を図ります。 

○ 手話奉仕員，手話通訳者の派遣事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会

に委託するとともに，要約筆記や手話のボランティアサークル活動についても，福祉ボ

ランティア団体への助成事業を通して支援します。 
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３ 日常生活用具給付事業 

 

日常生活を営むことに支障がある障がい者等に対し，日常生活上の便宜を図るため，

自立生活支援用具等の日常生活用具を給付するサービスです。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

介護・訓練支援用具 （件/年） ３ ３ ２ ５ ５ ５ 

自立生活支援用具 （件/年） １２ １２ ８ １５ １５ １５ 

在宅療養等支援用具 （件/年） １４ ６ ８ １０ １０ １０ 

情報・意思疎通支援用具 （件/年） ８ ２３ ２５ ３０ ３０ ３０ 

排泄管理支援用具 （件/年） １,３８５ １,３８７ １,３９８ １,５００ １,６００ １,７００ 

住宅改修費 （件/年） ２ ３ ２ ５ ５ ５ 

平成２６年度の実績は平成２６年１１月末までの給付決定件数 

 

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 人工肛門患者のためのストマ装具や脳原性運動機能障がいで意思表示が困難な障が

い児のための紙おむつなど排泄管理支援用具の給付は，平成２６年１０月から，紙おむ

つの対象者の範囲を広げるなど，年々増加傾向にあります。その他の日常生活用具につ

いては，概ね第３期計画の見込み範囲内となっていますが，情報・意思疎通支援用具に

ついては，平成２５年度から人工内耳用電池を，平成２６年度からは人工内耳体外装置

を用具に追加しており，今後も増加傾向にあります。また，本計画における平成２９年

度の見込量については，排泄管理支援用具を年間１００件増とします。 

    

◆◆◆◆    見込量を見込量を見込量を見込量を確保するための方策確保するための方策確保するための方策確保するための方策    

○ 日常生活用具の給付内容については，従来の国の支給基準に準じて定めていますが，

今後，必要に応じて新たな用具を追加するなど見直しも検討します。 

○ 利用者の増大に合わせて，必要な予算の確保に努めます。 
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４ 移動支援事業 

 

屋外の移動が困難な障がいのある人になどに対して，社会参加や余暇支援を促進する

ためにヘルパーを派遣し，外出の際の移動を支援するサービスです。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

移動支援事業 

（か所） １６ １７ １４ １９ ２０ ２１ 

（人/月） ３４ ４０ ３８ ４２ ４４ ４６ 

（時間/月） １９１ ２０８ ２１４ ２２０ ２３０ ２４０ 

１ヶ月当たりの実利用人数（人／月）を記載しています。 

平成２６年度の実績は平成２６年１０月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 移動支援事業については，個別の移動支援（個別支援型）として実施しており，平成

２６年１０月末現在で９７人の利用決定者がいます。 

○ 地域で自立した生活に必要不可欠な移動支援サービスに対するニーズは，年々高ま

っています。 

○ 従来の移動支援内容以外（児童の余暇活動等）の利用については，対象範囲（利用内

容，対象年齢等）の拡大の要望も多いので，支給内容を慎重に検討する必要がありま

す。    

    

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 移動支援事業については，利用目的を社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等

の社会参加のための外出としていますが，利用者の意見を聞きながら，対象範囲（利用

内容，対象年齢等）を検討していく必要があります。 

○ 利用者の便宜を図るため，事業の実施を委託している市内外の事業者についての情

報を収集，提供する必要もあります。 

○ 現在は，個別支援のみ行っていますが，グループ支援型については，安全面や人材

の確保の点などからサービス提供者と協議の上，今後の実施の可能性を見極めます。 
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５ 地域活動支援センター事業 

 

利用者に対して，創作活動又は生産活動の機会の提供，社会との交流の促進等の支援

を行うサービスです。地域活動支援センターⅠ型は，相談事業を実施することや専門職

員を配置することにより，医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整，

地域住民ボランティア育成，障がいに対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を

実施します。地域活動支援センターⅡ型は，地域において雇用・就労が困難な在宅障が

い者(児)に対し，機能訓練・社会適応訓練・入浴等のサービスを実施します。地域活動支

援センターⅢ型は，地域の障がい者のための援護対策として地域の障がい者団体等が実

施する通所による援護事業を実施します。 

 

区   分 

第３期（実績） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

地域活動支援センター 

Ⅰ型 

（か所） １ １ １ 

（人日/月） １８７ １６７ １８５ 

地域活動支援センター 

Ⅱ型 

（か所） １ １ １ 

（人日/月） １６０ １７５ １７１ 

地域活動支援センター 

Ⅲ型 

（か所） ２ ２ ２ 

（人日/月） ４６９ ２２９ ２５３ 

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 

    

区   分 

第４期（見込み） 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

地域活動支援センター 

Ⅰ型 

実施箇所数（か所） １ １ １ 

実利用者数（人/月） ２０ ２０ ２０ 

地域活動支援センター 

Ⅱ型 

実施箇所数（か所） １ １ １ 

実利用者数（人/月） １５ １５ １５ 

地域活動支援センター 

Ⅲ型 

実施箇所数（か所） ２ ２ ２ 

実利用者数（人/月） ５０ ５０ ５０ 



 

 
39393939    

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 市内には，Ⅰ型が１か所，Ⅱ型が１か所，Ⅲ型が２か所で地域活動支援センター事業

を行っています。利用者数は，横ばいですが，今後は利用者を増やすために，事業内容

の検討が必要です。本計画においても，第３期計画と同様の目標値とします。 

    

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 地域活動支援センター事業については，障がい者の日中活動の場として，各市町村と

も柔軟な取り組みが期待されるものです。 

○ 地域活動支援センターⅡ型事業については，活動支援センター事業として，さらに特

色のある事業内容を委託事業者とともに考えていく必要があります。 

○ 地域活動支援センターⅢ型事業については，精神に障がいがある人が主に利用してい

ます。今後病院からの退院促進を強化していく上からも，重要な役割を果たしていくこ

とが期待されます。 

○ 本事業については，安定した事業運営を図るため，引き続き委託事業として実施して

いきます。 

 

 

 

６ 生活支援事業 

 

日常生活上必要な訓練・指導をはじめ，本人活動支援，精神障がい者及びその家族等

の団体が行う社会復帰に関する情報提供や，精神障がい者に対するボランティア活動へ

の支援などを行い，生活の質的向上を図り，社会復帰を促進していきます。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

生活支援事業 

(福祉機器リサイクル事業) 

（人/年） ２ ０ ０ １ １ １ 

（回/年） １０ ０ ０ ５ ５ ５ 

平成２６年度の実績は平成２６年１０月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 福祉機器リサイクル事業は，家庭等で不要となった介護用品を引き取り，修理及び

リメイクした後，必要とする利用者に無料で貸し出しするものです。社会福祉法人総

社市社会福祉協議会に委託し，実施していますが，ここ２か年は実績がありません

が，今後も毎年度１件程度を見込んでいます。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 今後も事業を継続しますが，事業内容の広報等情報提供を行っていく必要がありま

す。 



 

 
40404040    

 

７ 日中一時支援事業 

 

障がい者等の日中における活動の場を確保し，障がい者等の家族の就労支援及び障が

い者等を日常的に介護している家族の一時的な休息のため，日中の一時預かりを行う事

業を実施します。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

日中一時支援事業 

（か所） ２９ ３０ ３０ ３２ ３３ ３４ 

（日人/月） ６５１ ６９３ ３７１ ７５０ ７８０ ８１０ 

平成２６年度の実績は平成２６年１０月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 日中一時支援事業については，平成２６年１０月末現在で１８１人の利用決定者が

いますが，平成２６年４月から１０月までの月平均の実利用者は８５人です。 

○ 児童の利用が増加しており，今後も伸びることが予測されるため年間延べ３０人増

とします。 

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 障がい児については，日中一時支援事業と放課後等デイサービス事業との役割分担

を明確にし，利用者の目的に応じた適切な支給決定が必要です。 

○ 利用者の便宜を図るため，事業の実施を委託している市内外の事業者についての情

報を収集，提供する必要もあります。 
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８ 社会参加促進事業 

 

スポーツ・レクリエーション活動を通じて，障がい者の体力増進や交流，障がい者ス

ポーツを普及するために教室などを開催することをはじめ，文字による情報入手が困難

な障がい者のために点訳や音訳により，市の広報を定期的に提供します。また，手話等

の奉仕員の養成や自動車運転免許の取得・改造にかかる費用の一部の助成など，障がい

者への支援により，社会参加を促進していきます。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

スポーツ・レクリエーション 

教室開催等事業 

（回） １ １ １ １ １ １ 

（人/年） ５０ ４５ ５０ ５０ ５０ ５０ 

点字・声の広報等発行事業 

（種類） ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

（人/年） ３２６ ３３１ ３４０ ３４０ ３４５ ３５０ 

奉仕員養成研修事業 

（講座） ２ ２ １ ２ ２ ２ 

（人/年） １３６ ３５８ １５０ ３６０ １５０ ３６０ 

自動車運転免許取得等事業 （件/年） １ ２ ３ ３ ３ ３ 

・平成２６年度の実績は年間見込 

・点字・声の広報発行等事業における年間回数は，のべ発行回数（部数） 

・奉仕員養成研修事業における年間人数は，のべ参加人数 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ スポーツ・レクリエーション教室開催等事業については，毎年，障がい者スポーツ・

レクリエーション大会を開催しています。 

○ 点字・声の広報等発行事業については，ボランティア団体の協力で，広報紙の点訳版

及び録音版を作成しており，点訳版の利用者が５名，録音版が７名の利用があります。 

○ 奉仕員養成研修事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に，手話奉仕員

養成講座（入門及び基礎），要約筆記奉仕員養成講座（隔年），点訳奉仕員養成講座を

委託していますが，参加希望者がいないなどの理由で，全てを実施できていません。手

話奉仕員養成講座については，平成２４年度は聴覚障がい者の講師が確保できないた

め，入門講座のみ実施します。 

○ 自動車運転免許取得等事業については，自動車運転免許取得助成及び改造助成の実績

件数から毎年３件ずつ見込んでいます。 

○ ４事業とも継続実施することとし，本計画における見込量については，ほぼ例年どお

りとします。 



 

 
42424242    

 

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ スポーツ・レクリエーション教室開催等事業については，現在のスポーツ大会が年１

回で参加者も限られていることから，今後，地域活動支援センターにおける日中活動と

関連づけて実施していくなど内容を検討する必要があります。 

○ 点字・声の広報等発行事業及び奉仕員養成研修事業については，ボランティアグルー

プの協力が不可欠なものとなっており，ボランティア活動活発化事業による活動助成や

ボランティア募集の広報などを通して，活動を支援していくことが必要です。 

○ 全国的に奉仕員養成講座参加者の減少や講座修了後に奉仕員登録に結びつかない傾

向があることや奉仕員の活動の場が少ないことも課題となっています。 

 

 

 

９ 訪問入浴サービス事業 

 

在宅で身体の障がいの理由で臥床している重度身体障がいの方に，入浴の機会を提供

し，身体の清潔と健康の維持を図るため，居室内に浴槽等を搬入して入浴サービスを実

施するものです。 

 

区   分 

第３期（実績） 第４期（見込み） 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

訪問入浴サービス 

事業 

実施箇所数 

（か所） 

２ ２ １ ２ ２ ２ 

実利用者数 

（人／年） 

４ ４ ３ ４ ４ ４ 

平成２６年度の実績は平成２６年１１月実績 

    

◆◆◆◆    利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方利用状況及び本計画における見込量設定の考え方    

○ 訪問入浴サービス事業については，平成２０年度から実施しています。週１回の利用

で，平成２６年１１月末現在で３名の利用があります。 

○ 本計画においては，現在の利用者数をもとに１名増員を見込みます。 

    

◆◆◆◆    見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策見込量を確保するための方策    

○ 訪問入浴サービス事業は，介護保険サービスにも同様のサービスがありますが，地域

生活支援事業においても，サービスを必要とする方のために，事業を継続していきます。 
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（３）障がい児支援の事業量見込み 

従来，平成２４年４月からの改正法施行に伴い児童福祉法に根拠規定が一本化され，障

がい種別に分かれていた施設体系については，通所・入所の利用形態の別により，障がい

児通所支援（児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問

支援）と障がい児入所支援（福祉型・医療型）に一元化しています。 

１８歳以上の障がい児施設入所者については，障害者総合支援法の障がい者施策により

対応しています。 

児童福祉法上の各サービスの内容は，以下のとおりです。 

 

１ 児童発達支援 

 

身近な地域で質の高い支援を必要とする児童が療育

※

を受けられる場を提供するサー

ビスで，障がいの特性に応じ，日常生活における基本的な動作の指導，知識技能の付与，

集団生活への適応訓練を行うほか，障がい児の家族を対象とした支援や保育所等の障が

い児を預かる施設の援助等にも対応します。 

【事業内容】 

○ 障がい児通園施設からの移行及び新たに児童発達支援センター設置 

○ 重症心身障がい児（者）通園事業からの移行 

○ 未就学児が対象 

 

２ 医療型児童発達支援 

 

肢体不自由（上肢，下肢又は体幹の機能障害）があり，理学療法等の機能訓練又は医

療的管理下での支援が必要であると認められた児童に対して，児童発達支援及び治療を

行うサービスです。 

 

３ 保育所等訪問支援 

 

保育所等を利用中の障がい児，又は今後利用する予定の障がい児が，保育所等におけ

る集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に，当該施設を訪問し，集団

生活適応のための訓練を実施するほか，訪問先施設のスタッフに対し支援方法等の指導

等を行うサービスです。 

 

４ 放課後等デイサービス 

 

学校通学中の障がい児に対して，放課後や夏休み等の長期休暇中において，生活能力

向上のための訓練，創作的活動，作業活動，地域交流の機会の提供，余暇の提供等をす

ることにより，学校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに，放課後等の居

場所づくりを推進するサービスです。 

【事業内容】 

○ 放課後等デイサービス（就学児以上が対象） 
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５ 障がい児相談支援 

 

障がい児の自立した生活を支え，障がい児の抱える課題の解決や適切なサービス利用

に向けて，ケアマネジメントによりきめ細かく支援するため，障がい児通所支援を利用

するすべての障がい児に対し，障がい児支援利用計画を作成するサービスです。 

なお，障がい児の居宅介護等の居宅サービスについては，障害者総合支援法に基づき，

指定特定相談支援事業所がサービス等利用計画を作成することとなり，また，入所サー

ビスについては，児童相談所が専門的な判断を行うため，障がい児支援利用計画の作成

対象外となります。 

【事業内容】 

○ 障がい児相談支援（障がい児支援利用計画の作成） 

 

 

障がい児通所支援，障がい児相談支援の実績 

 

区   分 

第３期（実績） 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

児童発達支援 

（人/月） ８８ １５０ １６０ 

（人日/月） ６７４ １,００２ １,１９０ 

医療型児童発達支援 

（人/月） ３ ３ ３ 

（人日/月） １８ １４ １６ 

放課後等デイサービス 

（人/月） ７４ ４２ ６０ 

（人日/月） ３９４ ２１５ ３０４ 

保育所等訪問支援 

（人/月） ０ ０ ０ 

（人日/月） ０ ０ ０ 

障害児相談支援 

（人/月） １ ６ １６ 

（人日/月）    

平成２６年度の実績は平成２６年９月実績 
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障がい児通所支援，障がい児相談支援の見込み 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

サービス種別 

２７年度の見込量 ２８年度の見込量 ２９年度の見込量 

実利用 

児童数 

【人/月】 

利用見込量 

【人日/月】 

実利用 

児童数 

【人/月】 

利用見込量 

【人日/月】 

実利用 

児童数 

【人/月】 

利用見込量 

【人日/月】 

児童発達支援 200 1,350 205 1,400 210 1,450 

医療型児童発達支援 5 20 5 20 5 20 

放課後等デイサービス 75 400 80 450 85 500 

保育所等訪問支援 1 4 1 4 1 4 

障害児相談支援 281  291  301  
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第４第４第４第４章章章章    喫緊の重要課題喫緊の重要課題喫緊の重要課題喫緊の重要課題    

    

障がい者実態調査や各団体等から意見をいただいた施策の現状と課題を踏まえ，本市では，次

に掲げる４つを喫緊の重要課題として取り組んでいきます。 

 

１ ライフステージを通した支援 

（１）将来に向けた夢づくりの推進【乳幼児・就学期】 

① 現状と課題 

「福祉教育の大切さ」 

 

差別や偏見などの「心のバリア」を取り除き，障がい者に対する理解や認識を深める

ためには，できるだけ早い時期から人権や福祉にかかる教育や交流活動を積極的に推進

していかなければなりません。また，障がいのある子を持つ家庭は，障がいについて理

解し，その特性を受け入れる必要があります。本市では，現在，乳児全戸訪問や乳幼児

健診，相談を通じて障がいのあるこどもや困り感のあるこどもをサポートしていく取り

組み及びその環境整備を行っています。 

障がい者実態調査では，発達障がいのある人への市民の理解を深めるためには何が必

要かという問いに対し，「学校での福祉教育を充実する」（５６．６％）との回答が過

半数となっていることからも，福祉教育等の充実は重要な課題であると言えます。 

すべての障がい者に対する支援を継続して実施するとともに，ノーマライゼーション

※

の理念を市民一人ひとりに浸透させるため，就学期からの社会福祉学習支援事業による

福祉教育や人権・福祉にかかる教育・交流活動の取り組みをより充実させ，障がいの有

無にかかわらず，ともに尊重しあえる関係づくりをしていかなければなりません。 
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図表 15 発達障がいのある人への市民の理解を深めるためには何が必要か 

（自閉症・情緒障がいで特別支援学級に通学している子どもの保護者） 

  

56.6 

33.3 

28.3 

26.3 

24.2 

21.2 

16.2 

8.1 

11.1 

2.0 

4.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

学校での福祉教育を充実する

マスコミを通じて発達障がいのある人の生

活をもっとよく知ってもらう

市の広報紙等で発達障がいや発達障がい

のある人への理解を呼びかける

企業が積極的に福祉活動に携わる

発達障がいのある人が自立の努力をして

積極的に社会に進出する

発達障がいのある人もない人も共に参加

するイベントを開催する

発達障がいに関する講演会や学習会など

を開催する

障がい者向けの住まいの確保

わからない

理解を深める必要はない

無回答

N = 99 

( % )

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 

 

② 今後の取り組み 

乳幼児期から就労まで一貫した支援 

     

本市における障がい等により支援が必要とされる乳幼児・児童等に対し，乳幼児期か

ら児童期を経て就労の段階まで，関係機関との密接な連携を図りながら，一人ひとりに

合わせた継続的な支援等を実施します。 

発達障がいの一貫支援フローチャート（図表１７）では，乳幼児検診時おける気にな

る子どもとその家族への呼びかけや教育委員会や児童担当部署で実施する「そうじゃ式

早期一貫発達サポートシステム」等による積極的な関わりづくりから，関係機関と連携

しながら，早期発見・早期対応につながる取り組みを実施します。 

また，保育所や幼稚園から小中学校，高等学校，そして就労期まで一貫した支援を実

施することにより，将来に向けた「夢づくり」を推進していきます。 

その他，児童福祉法に基づき，障がい児通所支援や障がい児入所支援を実施していき

ます。 
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図表 1６ 福祉教育の充実のための取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課 

 

図表 1７ 発達障がいの一貫支援フローチャート 

20歳0歳

乳幼児

健診・

心理

相談

４歳児

発達

支援

療育

（児童発達支援セ

ンター・事業所）

ことばの教室

（２幼稚園）

ことばの教室

（２小学校）

特別支援学級

療育

（放課後等デーサービス

事業所）

保育園・幼稚園
大学校・専門学校・職場高校

盲・聾・特別支援学校

障がい障がい障がい障がい者基幹相談支援センター者基幹相談支援センター者基幹相談支援センター者基幹相談支援センター【発達障がい発達障がい発達障がい発達障がい支援コーディネーター支援コーディネーター支援コーディネーター支援コーディネーター】】】】

こども課 こども課・学校教育課

小中：学校教育課・こども課・福祉課・

高校：健康づくり課・福祉課・（県教委）

福祉課・健康づくり課

早期発見早期発見早期発見早期発見 早期発達支援早期発達支援早期発達支援早期発達支援 特別支援教育特別支援教育特別支援教育特別支援教育 就労支援就労支援就労支援就労支援

・障がい者千人雇用センター

・ハローワーク総社「就労支援

ルーム」

・おかやま発達障害者支援セ

ンター

個別の

指導計

画

個別の

指導計

画

個別の

教育支

援計画
支

援

事

業

市

・

社

協

個別の

教育支

援計画

支支支支

援援援援

学学学学

校校校校

段段段段

階階階階

行行行行

政政政政

関関関関

係係係係

そうじゃ式早期一貫発達サポートシステム

 

資料：福祉課 

体験や実習，当事者か

らの経験談などによる

就学期からの理解 

社会福祉学習事業 教育・交流活動 

市民を対象とした講演

会，シンポジウムや障

がい者と交流を深める

福祉フォーラムの実施 

乳幼児期からのサポート 

訪問や検診，相談によるサ

ポートから保護者の早期理

解・受け入れによる特性に 

配慮した教育 

福祉教育の充実 

ノーマライゼーションの理念浸透と 

障がいを問われない夢づくりの実現 
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（２）「障がい者千人雇用」の実現【就労期】 

① 現状と課題 

「雇用・就業環境は大幅に良くなっている」 

 

本市の従業員５０人以上の企業の障がい者雇用率は，法定雇用率

※

(２．０％）に対して

２．２９％（平成２６年６月１日現在）となっており，雇用率は上昇してはいますが，こ

れには，福祉的就労事業所が加わったものであり，まだ雇用率未達成の企業があるなど，

就労環境は依然厳しい状況が続いています。 

一方で，ハローワーク総社を通じた障がい者の求職状況や就職状況は，ここ数年増加傾

向にあります。また，実態調査の結果では，現在仕事をしていない人のうち，少なくとも

仕事をする意欲のある１８歳から６４歳までの障がい者の割合は，身体障がい者が 

６７．０％，知的障がい者が６９．２％，精神障がい者が５６．４％と高い状況になって

います。 

 しかしながら，今後の千人雇用事業の次なるステージに備えるため，４年間の実績から

見えてきた，就労事業所の工賃向上や特別支援学校との強い連携体制づくり，働く意欲は

あるがマッチングが困難であること，自立に近づくための一般就労への移行などの課題に

取り組んでいきます。 

 

図表 1８ 企業規模別の障がい者雇用状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

平成２３年６月１日現在 

  

 

規模 企業数 労働者数（人） 障がい者数（人） 雇用率（％） 

 

56～99 人 16 1,156.0 14 1.21 

 

100～299 人 14 2,128.0 28.5 1.34 

 

300 人以上 5 2,723.0 49 1.80 

 

計 35 6,007.0 91.5 1.52 

 平成２４年６月１日現在   

 規模 企業数 労働者数（人） 障がい者数（人） 雇用率（％） 

 56～99 人 15 1,046.5 8 0.76 

 100～299 人 17 2,493.0 36.5 1.46 

 300 人以上 5 2,670.5 50 1.87 

 計 37 6,210.0 94.5 1.52 
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資料：ハローワーク総社 

  ・障がい者数には，重度障がい者（実人数×２）及び重度以外の障がい者を含む 

 

 

図表 19 総社市の障がい者数           

 身体 知的 精神 合計 

全年齢 ２,４０２人 ４３１人 ２４５人 ３,０７８人 

一般的な就労年齢年 

（１８歳以上６５歳未満） 

６７２人 ２６９人 － ９４１人 

（２０歳以上６５歳未満） － － １９８人 １９８人 

      平成２６年４月１日現在                     資料：福祉課 

   ・身体と知的の重複障がいはダブルカウントあり            

                             

 

     図表 20 障がい者の就労者数    

 一般就労 福祉的就労 

市内事業所 ３１７人 ２６３人 

市外事業所    １４８人 ８１人 

総社市役所  １５人 － 

小計 ４８０人 ３４４人 

合計 ８２４人 

      平成２６年１２月１日現在              資料：福祉課 

○障がい者の就労者数については，①から③に該当する障がい者数 

       ・総社市内の事業所において就労している障がい者 

       ・総社市外の事業所において就労している総社市民の障がい者 

       ・就労支援ルームを通じて就労するなど総社市の取り組みに基づき 

就労している障がい者 

 平成２５年６月１日現在   

 

規模 企業数 労働者数（人） 障がい者数（人） 雇用率（％） 

 

50～99 人 16 1,164.5 9 0.77 

 

100～299 人 15 2,094.5 32.5 1.55 

 

300 人以上 5 2,566.5 46 1.79 

 

計 36 5,825.5 87.5 1.50 

 

 

平成２６年６月１日現在 

 

  

 

規模 企業数 労働者数（人） 障がい者数（人） 雇用率（％） 

 

50～99 人 19 1,394.5 59.0 4.23 

 

100～299 人 12 1,785.5 32.0 1.79 

 

300 人以上 6 2,851.0 47.0 1.65 

 

計 37 6,031.0 138.0 2.29 
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図表 21 障がい者千人雇用における就労者数の推移 
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平成２６年１２月１日現在               資料：福祉課 
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本市では，平成２４年４月に総社市障がい者千人雇用センターを設置し，障がい者の雇用

について強力に取り組みを進めています。「総社市障がい者実態調査」の結果では，身体障が

い者は，現在仕事をしていない人のうち，「仕事が見つからない」と回答した人の割合は，前

回調査（２１．５％）から大幅に低くなり，１７．０％となっています。 

 

図表 22 働いていない理由 

（身体障がい者：１８～６４歳） 

53.2 

10.6 

4.3 

4.3 

17.0 

11.7 

7.4 

1.1 

18.1 

2.1 

52.2 

6.8 

1.0 

3.9 

21.5 

18.0 

7.3 

0.5 

14.1 

2.0 

0% 20% 40% 60%

病気・障がいなどの治療中

家事・子育てをしている

学校等に通っている

施設に入所している

仕事が見つからない

高齢のため

仕事をする必要がない

働きたくない

その他

無回答

今回調査（N=94） 前回調査（N=205）

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 
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知的障がい者では，現在仕事をしていない人のうち，「働く場がないため」と回答した人の

割合は，前回調査（３６．９％）から大幅に低くなり，１６．９％となっています。また，

「適職がないため」（３０．８％→１２．３％），「通勤が困難なため」（２０．０％→７．７

％）など，就労を巡る環境は前回調査時点から大幅に変化している様がみてとれます。 

 

 

図表 23 働いていない理由 

（知的障がい者：１８～６４歳） 

41.5 

3.1 

13.8 

0.0 
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16.9 
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9.2 

24.6 

7.7 
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3.1 

20.0 

36.9 
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1.5 
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病気のため

病気が悪くなるのが心配なため

通勤が困難なため
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家事、就学に専念するため

その他

無回答

今回調査（N=65） 前回調査（N=65）

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 
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精神障がい者では，現在仕事をしていない人のうち，「仕事が見つからない」と回答した人

の割合は，前回調査（２３．２％）と比べると低下していますが（１９．７％），他の障がい

種別と比べるとその幅は限定的だと言えます。 

 

 

図表 24 働いていない理由 

（精神障がい者：１８～６４歳） 

 

 

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.5 

5.6 

1.4 

5.6 

19.7 

1.4 

9.9 

15.5 

4.2 

83.9 

5.4 

1.8 

3.6 

23.2 

3.6 

8.9 

8.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病気・障がいなどの治療中

家事・子育てをしている

学校等に通っている

施設に入所している

仕事が見つからない

仕事をする必要がない

働きたくない

その他

無回答

今回調査（N=71） 前回調査（N=56）
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② 今後の取り組み 

障がい者への就労・生活支援 

 

国が障がい者の就労と生活支援の双方を行う拠点施設と位置づけている障害者就

業・生活支援センターと同様の機能を持つ全国初の市単独施設として，平成２４年４

月から「障がい者千人雇用センター」を設立し，障がい者の自立を目指し，新規就労

者・新規就労先の開拓，職場定着に向けた支援や生活支援などを行うことで障がい者

雇用の推進を図っています。 

また，ハローワーク総社に設置した「就労支援ルーム」及び相談支援の拠点施設で  

ある社会福祉法人総社市社会福祉協議会の「障がい者基幹相談支援センター」を活用し，

あらゆる障がい者の特性に応じた総合的な就業・生活支援体制を強化していきます。 

障がい者千人雇用における就労者数は，平成２６年１２月１日現在で，８２４人とな

っています。障がい者千人雇用事業は，平成２７年度が最終年度となりますが，それは

１つの通過点としてとらえ，その期間に関わらず，千人の雇用が達成された後も，行政

目線の「千人雇用」から当事者目線の「生きがい」「労働の楽しみ」として，障がいの

ある方１人ひとりの就労・生活支援に努めていきます。 

 

 

    

        

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

               意見検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の主な取り組み】【今後の主な取り組み】【今後の主な取り組み】【今後の主な取り組み】    

①就労事業所の①就労事業所の①就労事業所の①就労事業所の工賃向上工賃向上工賃向上工賃向上    

  大口サービスをシェアできるシステムの構築 

②特別支援学校との連携②特別支援学校との連携②特別支援学校との連携②特別支援学校との連携    

  卒業後の雇用先は総社市が全て担うという強い意志

での連携 

③地域の雇用ニーズのマッチング③地域の雇用ニーズのマッチング③地域の雇用ニーズのマッチング③地域の雇用ニーズのマッチング    

  雇用のニーズをマッチングし，働く場の拡大 

④④④④就労事業所から就労事業所から就労事業所から就労事業所から一般就労への移行一般就労への移行一般就労への移行一般就労への移行    

  独自施策である「就労移行移行支援金」の周知と活用 

 

障がい者千人雇用センター障がい者千人雇用センター障がい者千人雇用センター障がい者千人雇用センター    

千人雇用を実現し，日本の形を変えていく総社市の体制千人雇用を実現し，日本の形を変えていく総社市の体制千人雇用を実現し，日本の形を変えていく総社市の体制千人雇用を実現し，日本の形を変えていく総社市の体制    

    

総社市役所総社市役所総社市役所総社市役所    

 

ハローワークハローワークハローワークハローワーク    

障がい者一人ひとりが自立して暮せる社会の実現障がい者一人ひとりが自立して暮せる社会の実現障がい者一人ひとりが自立して暮せる社会の実現障がい者一人ひとりが自立して暮せる社会の実現    
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（３）安心した老後のための居住支援【高齢期】 

① 現状と課題 

「将来の住まいは，家から地域へ」 

 

本市では，施設のバリアフリー化や市民の利用が多い公共建築物の改修工事につい

ても，できる限り施設改善に努めています。ただ，一方で，家での一人暮らしや家族

と同居されている人の将来の居場所や住まいも考えていかなければなりません。現状

では，「今の場所で暮らし続けたい」や「別居している家族や親族と暮らしたい」「独

立してひとりで暮らしたい」という割合が過半数以上となっており，将来を見据え，

施設入所やグループホームでの生活を考えている人は，少数傾向となっています。 

 

図表 25 将来，どのように暮らしたいか。(単数回答) 

（身体障がい者） 

 

 

 

今の場所で暮ら

し続けたい

69.6%

福祉施設に入所

したい

6.5%

独立してひと

りで暮らした

い

1.5%

別居している家

族や親族と暮ら

したい

2.4%

グループホーム

等で仲間と暮らし

たい

2.3%

その他

1.5%

わからない

10.8%

無回答

5.4%

N = 739

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 

 

② 今後の取り組み 

安心して生活できる居場所づくり 

     現在，施設入所等を希望されている人だけでなく，将来，家での生活が困難になり，

さらに，家族が面倒を見ることができなくなった後，安心して生活できる居場所や住ま

いとして，自立支援協議会を中心に，福祉施設への入所やグループホームでの生活の活

用を検討していきます。 

     また，公営住宅や民間アパートなどの活用も検討すべく「家から地域へ」，そして最

終的には，「終の棲家」となるよう取り組みを推進していきます。 
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２ 相談できる機関の周知と活用 

（１）現状と課題  

「不安や悩みの相談先が「無い」人がいる」 

 

障がい者のもつ悩みや問題は，その障がい者の障がい部位や障がい程度，社会状況，年

齢などいろいろな要因によって異なっています。地域で安心して暮らしていくためには，

日常生活で抱える諸問題を身近で相談でき，適切な助言を受けられる相談体制の確立が必

要であり，それらの個々のケースに対応できる専門的な情報の提供が重要となります。 

本市では，これまでも身体障害者相談員，知的障害者相談員，民生委員児童委員

※

等によ

る活動や，市役所，相談支援センター等において様々な相談業務を行ってきました。しか

しながら，「総社市障がい者実態調査」では，障がい者の不安や悩みの相談先として十分に

利用されているとは言えない状況です。また「相談できる人がいない」との回答も少なか

らずあり，特に身体障がい者（9.3％），精神障がい者（7.9％）は他の障がい種別と比較

して相談できる人がいないと回答した人の割合が高くなる傾向にあります。 

 

図表 26 相談できる人がいない人の割合 

   

 

9.3 
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7.9 

1.0 
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 4.0
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 10.0

身体障がい者

（N=739）

知的障がい者

（N=194）

精神障がい者

（N=151）

発達障がい者

（N=99）

( % )

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 
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（２）今後の取り組み 

各分野にわたる相談支援センターの周知と活用 

 

本市では，相談内容に応じて，相談支援センターを設置しています。 

相談内容 名称 所在地 

雇用 障がい者千人雇用センター 

総社市中央一丁目１番３号 

障がい福祉サービス 障がい者基幹相談支援センター 

虐待・住まい・犯罪被害など 権利擁護センター 

生活困窮 生活困窮支援センター 

 

障がい者がより気軽に相談することができるよう障がい者千人雇用センター，障がい 

者基幹相談支援センターの周知と活用に努めるとともに，権利擁護センターと生活困窮

支援センターとも連携を強化していきます。 

障がい者とその家族がより気軽に相談することができる障がい者の生活支援，雇用，

権利擁護の機能を持った各センターの拠点を１か所に集約しています。このきめ細やか

なサポート体制を活用して一人ひとりの生活に密着し，生きがいを持った日々を安心し

て暮らしていける生活環境を提供していくことに努めます。障がい者が生活苦とならな

いために，セーフティーネットの役割を持つ生活困窮支援センターとも連携を強化して

いきます。 

この相談支援センターは，障がいのある子どもが地域生活へ移行する説明会において，

相談支援機関として関わりを持ってもらうことを推進していきます。 

また，相談支援における好事例の紹介や困難事例を検証するために，講演会やシンポ

ジウム，報告会などを実施し，その役割を広く周知していきます。 
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３ 差別問題への対応 

（１）現状と課題 

「障がい者に対する差別は依然として存在している」 

 

「総社市障がい者実態調査」（以下，実態調査）の結果からは，障がいがあるために差別を

受けたり，いやな思いをしたりした経験がある人が依然として多くある現状がうかがえます。 

本市では，市ホームページや「広報そうじゃ」及び「社協だより」のほか，啓発用ポスタ

ー等を通して幅広い啓発・広報活動を行ってきました。しかしながら，前回調査（平成 23

年）から比べても，精神障がい者を除きすべての障がい種別で差別が「よくある」「時々ある」

と回答した人の割合が高くなっており，これまでの啓発等の取り組みが目に見える効果に繋

がっていないことが分かります。 

 

図表 27 差別を受けた経験 

 

3.7 

6.7 

13.2 

7.1 

14.6 

33.5 

37.7 

31.3 

37.9 

33.0 

24.5 

45.5 

34.2 

9.8 

13.9 

12.1 

9.6 

17.0 

10.6 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者

（N=739）

知的障がい者

（N=194）

精神障がい者

（N=151）

発達障がい者

（N=99）

よくある 時々ある ほとんどない まったくない 無回答

※発達障がい者は、ここでは自閉症・情緒障がいで特別支援学級に通学されている方（以下、同様）

 

資料：総社市障がい者実態調査結果 

（２）今後の取り組み 

障害者差別解消法に対応した取組 

 

国連の「障害者の権利に関する条例」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として，

全ての国民が，障がいの有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現に向け，障がいを理由とする差別の解消を推進する

ことを目的として，平成２５年６月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」（「障害者差別解消法」）が制定され，平成２８年４月１日から施行されます。 

本市では，法施行に伴い，障がい者に対する合理的な配慮がなされるべく，地域自立

支援協議会等でその対策を検討し，条例等の制定を行います。 
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４ 防災対策の推進 

（１）現状と課題  

「災害時に手助けが必要な障がい者は非常に多い」 

 

障がい者が安心して地域で生活するためには，火災や地震等の災害が発生したときなどの

非常時において，情報の伝達や避難誘導等が迅速かつ的確に行われ，被害を最小限にとどめ

ることが大切です。また，関係機関や地域との密接な連携をとりながら，災害や犯罪などの

被害に遭いやすい障がい者や高齢者に対するきめ細かな防災・防犯対策が必要となります。

自治会組織などの積極的な活用や自主防災組織の育成・強化を図り，自助，共助の精神の養

成を図るとともに，防災ネットワークづくりを推進していくことも必要となってきます。 

「総社市障がい者実態調査」によると，身体障がい者の５４．８％，精神障がい者の４５．

０％が，災害（地震や火事など）で避難が必要になった場合，「手助けが必要」と回答してい

ます。また，知的障がい者の３８．７％は災害が起こった場合「自力で避難できるとは思えな

い」と回答しており，さらに６２．４％が避難場所，避難経路を「知らない」と回答していま

す。 

 

（２）今後の取り組み 

避難行動要支援者名簿等を活用した支援体制の確立 

 

 避難場所，避難経路について，今後より一層の周知徹底を図るとともに，各施設におい

ても防災訓練，避難場所・経路の周知を図るなどの必要があります。 

 そういった中，単身世帯の方や「手助けが必要」とする方々も多く，地域の特性や実情

を踏まえつつ，災害発生時に１人でも多くの要支援者の生命と身体を守るという重要な目

標を達成するため，災害対策基本法に基づいた「避難行動要支援者名簿」を作成し，実効

性のある避難支援が実施されるよう，関係機関や地域とも連携しながら取り組んでいきま

す。 
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第５章第５章第５章第５章    計画の推進体制計画の推進体制計画の推進体制計画の推進体制    

１ 関係機関等との連携 

障がい者の地域生活への移行や一般就労への移行を進めるためには，地域のさまざまな

関係機関・団体との連携が不可欠であるため，地域自立支援協議会を中心にハローワーク

や高齢・障害者雇用支援センター，企業や事業所などの就労に関わる各種団体・機関や医

療機関などの保健医療の専門機関，サービス事業者，障害者団体やボランティア，自治会

などの地域組織などのさまざまな関係機関・団体との連携・協働に努めます。 

 

 

（関係機関等との計画の推進体制）（関係機関等との計画の推進体制）（関係機関等との計画の推進体制）（関係機関等との計画の推進体制）    

        

 

 

 

 

素案・計画案         意見 

           の提示                  

 

 

 

               意見検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

総社市障害者施策推進協議会 

総社市役所 

 

 

 

 

 

当事者・当事者家族 障がい者施設サービス提供事業所 

医療機関 

教育関係機関 

行政（ハローワークや県など） 

障がい者就業・生活支援センター 社会福祉協議会 

関係ＮＰＯ，一般社団法人 

地域代表（民生委員など）

地域活動支援センター 

 

総社市地域自立支援 

協議会 
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２ 計画の進行管理 

各年度において，サービス見込量などについての達成状況の調査・分析及び評価を行い，

必要があると認めるときは，地域自立支援協議会などの外部機関からの意見反映し，計画

を変更することその他の必要な措置を講じます。 

 

（１）計画におけるＰＤＣＡサイクル 

  基本指針に即して定めた数値目標を「成果目標」とし，各サービスの見込量を「評価指標」

としています。 

ＰＤＣＡサイクルに沿って，事業を実施し，各事業の進捗状況及び数値目標の達成状況な

どについて，各年度において障害者施策推進協議会から点検・評価を受けるとともに，その

結果について集約し，計画に反映させていきます。 

 

 

 

（障がい福祉計画におけるＰＤＣ（障がい福祉計画におけるＰＤＣ（障がい福祉計画におけるＰＤＣ（障がい福祉計画におけるＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ）Ａサイクルのプロセスのイメージ）Ａサイクルのプロセスのイメージ）Ａサイクルのプロセスのイメージ）    

    

    

 

 

■障がい福祉計画策定にあたっての基本的考え方及び達成すべき目標，サービス提供体制に 

関する見込み量の見込み方の提示 

 

  

 

 

  ■「基本指針」に即して成果目標及び評価指標を設定するとともに，障がい福祉サービスの 

見込量の設定やその他確保方策等を定める。 

 

 

 

                         

 

■中間評価等の結果を踏まえ，必要があると認め 

るときは，障がい福祉計画の見直し等を実施。 

 

 

 

 

 

■成果目標及び評価指標については，各年度においてその実績を把握し，障がい者施策や関連施策の

動向も踏まえながら，障がい者福祉計画の中間評価として分析・評価を行う。 

■中間評価の際には，障害者施策推進協議会の意見を聴く。 

■評価指標については，より頻回に実績を把握し，達成状況等の分析・評価を行う。 

 

 

 

 

■計画の内容を踏まえ，事業を実施す

る。 

基本指針基本指針基本指針基本指針    

計画（計画（計画（計画（PlanPlanPlanPlan））））    

改善（改善（改善（改善（ActActActAct））））    実行（実行（実行（実行（DoDoDoDo））））    

評価（評価（評価（評価（CheckCheckCheckCheck））））    
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（２）計画のスケジュール 

  本計画の各年度において，次の内容について，特に順序的に取り組みます。 

 

   【平成２７年度】 

    ○喫緊の重要課題の取り組み 

     ・「障がい者千人雇用」の実現（障がい者千人雇用事業の最終年度） 

     ・差別問題への対応（平成２８年度施行の障害者差別解消法に対応するための条例等 

の策定） 

     ・防災対策の推進（避難行動要支援者名簿の作成） 

    ○中間評価（成果目標，重点課題等の中間的評価） 

 

   【平成２８年度】 

○喫緊の重要課題の取り組み 

 ・障がい者千人雇用事業の継続 

     ・障害者差別解消法に伴う合理的な配慮の推進 

    ○中間評価（成果目標，重点課題等の中間的評価） 

 

   【平成２９年度】 

    ○最終評価（成果目標，重点課題等の最終的評価） 

 

 

（３）点検・評価結果の反映  

障害者施策推進協議会から，計画の進捗状況や，計画を促進していくための方策について

意見・提案等を受け，必要があると認めるときは，計画の見直し等，施策に反映します。 
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資料編資料編資料編資料編    

１ 近年の主な法整備 

１ 発達障害者支援法の成立 

平成１６年１２月に，従来の身体障がい，知的障がい及び精神障がいという３つの枠組み

では適切な支援が難しかった自閉症，アスペルガー症候群

※

などの発達障がいのある人に対し

て，その定義を明らかにするとともに，発達障がいを早期に発見し，生活全般にわたる支援

体制の構築を図るため，「発達障害者支援法」が成立し，平成１７年４月に施行されました。 

 

２ 障害者雇用促進法の改正 

平成１７年６月に，障がいのある人の雇用機会の拡大を目指し，福祉施策と雇用施策の有

機的連携，精神障がいのある人に対する雇用対策の強化や在宅で就業している障がいのある

人への支援などを内容とする「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正が行われ，平成

１８年４月に施行されました。これにより，法定雇用率の算定対象に，新たに精神障がいの

ある人が加えられました。  

 

３ 障害者自立支援法の成立 

平成１７年１０月に，サービスの提供主体を住民に身近な自治体である市町村に一元化す

るとともに，身体・知的・精神といった障がいの種別に関わらず，共通の制度によりサービ

スを提供することなどを内容とする「障害者自立支援法」が成立し，平成１８年４月に施行

されました。（一部は平成１８年１０月施行） 

また，平成２２年１２月には，利用者負担の見直し（応能負担を原則に），発達障がいが

障害者自立支援法の対象となることの明確化，相談支援体制の強化などが規定されました。 

 

４ 学校教育法の改正 

平成１８年６月に，障がいのある生徒一人ひとりのニーズに応じて適切な教育的支援を行

う「特別支援教育

※

」の制度化等を内容とする「学校教育法」の改正が行われ，平成１９年４

月に施行されました。 

 

５ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー

※

新法）の成立 

平成１８年６月に，高齢者，障がいのある人等の移動上及び施設の利用上の利便性及び安

全性の向上の促進を図ることを目的に，「高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律」（バリアフリー新法）が成立し，平成１８年１２月に施行されました。  

 

６ 障害者基本計画の後期の重点施策実施５か年計画の策定 

平成１９年１２月に，国の「障害者基本計画」（計画期間：平成１５年度～平成２４年度）

の後期の「重点施策実施５か年計画」（計画期間：平成２０年度～平成２４年度）が策定さ

れ，「啓発・広報」，「生活支援」など８分野にわたる重点施策と達成目標が定められまし

た。 
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７ 障害者の権利に関する条約の署名及び発効 

平成２０年５月に，障がい者の権利及び尊厳を保護し，促進するための包括的かつ総合的

な国際条約である「障害者の権利に関する条約」が発効しました。日本は，この条約に平成

１９年９月に署名を行っており，国においては，条約の批准に向け，国内法の改正等の検討

が進められているところです。 

 

８ 障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）の制 

  定 

平成２３年６月に，「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する法律」

が成立し，障がいのある人に対する虐待の防止に係る国や自治体の責務等が定められました。 

 

９ 障害者基本法の改正 

平成２３年７月に，障がい者支援の基本原則などを定めた「改正障害者基本法」が成立し

ました。障がいのある人の就職や教育などあらゆる機会での差別を禁じた「障害者の権利条

約」批准に向けた，国内法整備の第１弾と位置付けられます。 

 

１０ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）の成 

 立 

「障害者自立支援法」を改め，日常生活・社会生活の支援が，共生社会を実現するため，

社会参加の機会の確保及び地域社会における共生，社会的障壁の除去に資するよう，総合

的かつ計画的に行われること基本理念として平成２５年４月に施行されました。 

 

１１ 障害者差別解消法の成立 

国連の「障害者の権利に関する条例」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として，

全ての国民が，障がいの有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現に向け，障がいを理由とする差別の解消を推進すること

を目的として，平成２５年６月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（「障

害者差別解消法」）が制定されました。施行は，平成２８年４月１日です。 

 

 

参考１ 障害者基本法第１１条第３項（抜粋） 

     市町村は，障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに，当該市町

村における障害者の状況等を踏まえ，当該市町村における障害者のための施策に関する

基本的な計画を策定しなければならない。 

 

参考２ 障害者総合支援法第８８条第１項（抜粋） 

市町村は，基本指針に即して，障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基

づく業務の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 
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２ 総社市障害者施策推進協議会条例 

平成１８年６月２７日 

条例第２７号 

 

(設置) 

第１条 障害者基本法(昭和４５年法律第８４号)第２６条第４項の規定に基づき，障がい者に関する施

策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項及び障がい者に関する施策の推進に必要な関係行

政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議させるため，総社市障害者施策推進協議会(以下「協

議会」という。)を設置する。 

 

(組織) 

第２条 協議会は，委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は，次の各号に掲げる者のうちから市長が任命し，又は委嘱する。 

(１) 関係行政機関の職員 

(２) 障がい者及び障がい者の福祉に関する事業等に従事する者 

(３) 学識経験のある者 

 

(委員の任期) 

第３条 委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。ただし，前条第２項第１号及び第２号の委員は，

任期中であってもその本来の職を離れたときは，委員の職を失うものとする。 

２ 補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 

(会長及び副会長) 

第４条 協議会に会長及び副会長各１人を置き，委員のうちから互選する。 

２ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

 

(庶務) 

第５条 協議会の庶務は，保健福祉部において行う。 

 

(その他) 

第６条 この条例に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

 

(総社市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

2 総社市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(平成17年総社市条例第35

号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略
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３ 総社市障害者施策推進協議会名簿 

                     任期：平成２５年４月１日～平成２７年３月３１日 

区  分 役   職   名 氏   名 

関係行政機関 

の職員 

総社市教育委員会教育長 山中 榮輔 

岡山県倉敷児童相談所長 山本 繁 

岡山県備中保健所長 徳山 雅之 

倉敷中央公共職業安定所総社出張所長 平尾 有 

障がい者及び 

福祉関係従事者 

社会福祉法人総社市社会福祉協議会会長 風早 昱源 

総社市民生委員児童委員協議会会長 安本 美喜男 

総社市身体障がい者福祉協会会長 近藤 宗人 

総社市手をつなぐ親の会会長 小川 正雄 

ＮＰＯ法人あゆみの会理事長 高木 光恵 

学識経験者 岡山県立大学保健福祉学部教授 難波 峰子 

吉備医師会会長 寺島 直之 

※順不同 
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４ 総社市障がい者千人雇用推進条例 

平成２３年１２月１９日 

条例第２２号 

 

（目的） 

第１条 この条例は，障がい者千人雇用の推進に関し，基本理念を定め，市，事業主，商工会議所等

（以下「事業主団体」という。）の果たすべき責務を明らかにするとともに，市の施策の基本とな

る事項を定めてこれを推進し，障がい者をはじめ全ての市民が生きがいを感じながら安心して暮ら

すことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 障がい者千人雇用の実現のための雇用の促進と就労の支援は，障がい者が働く権利と義務を

持ち，その個性や意欲に応じて能力を発揮し，社会を構成する一員として社会経済活動に参加する

機会が与えられるものでなければならない。 

（市の責務） 

第３条 市は，前条に定める基本理念にのっとり，障がい者の雇用の促進と就労の支援を国，県，事

業主，事業主団体及び民間の団体と協力して実施するものとする。 

２ 市は，積極的に公共施設等のバリアフリー化を推進するものとする。 

３ 市は，自ら率先して障がい者の雇用に努めるものとする。 

 （事業主の責務） 

第４条 事業主は，障がい者一人ひとりの特性について理解を深め，その特性に配慮した雇用管理，

施設・設備の新築，改修及びバリアフリー化並びに災害時の避難対応を行うなど，障がい者が働き

やすい職場環境を整備し，障がい者の雇用の拡大に努めるものとする。 

 （市と関係がある事業主の責務） 

第５条 市と契約を締結し，市の補助金の交付を受け，又は市の公の施設（地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条第１項に規定する公の施設をいう。）について指定管理者（同法第２４

４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。）の指定を受け，若しくは指定を受けようとする事

業主は，市税その他の貴重な財源で賄われる契約代金若しくは補助金を受領し，又は市の事務及び

事業の一部を担うことから，その事業活動を通じて市の施策の実施に協力する責務を有するもので

あって，その雇用する労働者の数に対する障がい者である労働者の数の割合を高めるよう，進んで

障がい者の雇用に努めなければならない。 

（事業主団体の責務） 

第６条 事業主団体は，その構成員である事業主に対し，障がい者の雇用の促進のために必要な情報

の提供及び助言に努めなければならない。 

 （市民の役割） 

第７条 市民は，障がい者の特性の理解を深めるとともに，市が実施する障がい者の雇用促進と就労

支援のための施策に協力するよう努めるものとする。 

（特例子会社設立の支援） 

第８条 市は，事業主が行う障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下

「法」という。）第４４条第１項に規定する子会社の設立に当たって支援を行うものとする。 

（就業及び生活上の支援） 

第９条 市は，法第３４条に規定する障害者就業・生活支援センター，社会福祉法人総社市社会福祉
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協議会その他関係機関と連携して，障がい者が職業生活における自立を図るための就業の支援及び

就業に伴い必要となる日常生活又は社会生活上の支援に努めるものとする。 

２ 市は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第５条第１５項に規定する共同生活援助を市内で実施する事業者に対し，支援を行うものとす

る。 

（障がい者支援施設等からの物品の買入れ等） 

第１０条 市は，国等による障害者就労施設等からの物品の調達の推進等に関する法律（平成２４年

法律第５０号）の趣旨に鑑み，障がい者支援施設等（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の２第１項第３号に規定する障害者支援施設，地域活動支援センター，障害福祉サービ

ス事業を行う施設又は小規模作業所をいう。以下同じ。）において生産活動に従事する障がい者の

就労の支援のため，自ら率先して障がい者支援施設等から物品を買い入れ，又は役務の提供を受け

るとともに，事業主に対して同様の措置を講ずるよう要請するものとする。 

２ 市は，障がい者の雇用に積極的に取り組んでいると認める事業主に対して，市等との契約に当た

って，一定の条件を定めて，有利な取り扱いをすることができる。 

（啓発活動の実施） 

第１１条 市は，国，県，事業主団体及び民間の団体と協力して障がい者の雇用と就労，施設のバリ

アフリー化に関し，事業主及び市民の理解を深めるための啓発活動を行うものとする。 

（顕彰） 

第１２条 市は，障がい者の雇用に関し，特に優れた取組みをした事業主の顕彰を行うものとする。 

 （障がい者千人雇用委員会の設置） 

第１３条 市長は，障がい者の雇用の場の創設及び拡充，障がい者の雇用促進と就労の安定化を目指

し，必要な助言，提言を得るため，総社市障がい者千人雇用委員会（以下「委員会」という。）を

設置することができる。 

２ 委員会の委員は，２０人以内とする。 

３ 委員は，委員会の目的に賛同し，目的の達成を担う一員として積極的に活動する団体・機関等に

所属する者のうちから，市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は２年とし，補欠による委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし，再任を妨げ

ない。 

５ 市長は，特に必要があると認めるときは，委員会に有識者等を委員として参画させることができ

る。 

（その他） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

 （関係条例の一部改正） 

２ 総社市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年総社市条例第

３５号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中障害程度区分認定審査会委員の項の次に次のように加える。 

障がい者千人雇用委員会委員 ５，９００   

 （検討） 

３ 市長は，この条例の施行後５年以内に，この条例の施行の状況について検討を加え，その結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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５ 障がい者団体との意見交換 

身体障がい者団体から寄せられた意見（総社市身体障がい者福祉協会） 

（運営上の問題点等） 

・若い人が入ってこない。 

・会員の高齢化が進んでいる。 

・地域に住む障がい者が把握できないため，会員の募集ができない。特に若い人の加入が無いた

め，色々な面で活動が低下してきている。 

 

（地域での役割について） 

・みんなの意見をよく聞いて市に相談すること。 

・現在年２回程度しか会員が触れ合う機会がないが，もっと多くの会員が参加し，集える活動が

できればと思う。 

・自分の立場に置きかえて協力地域の会員をサポートしていきたいと考えていく。 

 

（福祉サービスについて改善すべきところ） 

・サービスは個々に受けているようですが，サービスの内容がよくわかっている人は少ないので，

文書にするだけでなく口頭での説明が必要と思う。 

・高齢者が多いため，余暇活動に参加できないこと。 

・一連の窓口までのルートがわかりにくい。 

 

（相談支援について） 

・相談は障がい者の配偶者からが多い。 

・窓口で「障がい福祉のしおり」をもらっているが，何が必要かいまいちわからない。 

 

（地域生活・一般就労について） 

・求人のある会社，職場の情報提供，求められている人材の内容の説明がほしい。 

・事前の職業訓練（パソコン等）の場があればよい。 

・バリアフリー社会を望む。 

・障がい者トイレの増設を望む。 

・車道と歩道の高さを同じにしているなど，工夫がされていると思う。 

・介護保険にはケアマネージャーが月１くらいで様子をみているが，障がい者にもケアマネージ

ャーのしくみがあってもよいと思う。 
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（障がい者千人雇用について） 

・障がい者の一人として大変感謝しています。私自身高齢で必要ありませんがぜひ続けてくださ

い。 

 

（その他） 

・現在，車イスで出かける人が大変多く，一般の人達が障がい者を理解してきてくれていると思

いますが，まだまだ偏見がある。常に前向きに考えていただき改善してほしい。 

・思いとして，障がい者自身も甘えることなく努力してもらいたい。 

・長期的には，教育面で障がい者への理解，障がいのある子どもたちへの自律支援が大切と思う。 

 

知的障がい者団体から寄せられた意見（総社市手をつなぐ親の会） 

（運営上の問題点等） 

・親子ともに高齢化が進んでいる。 

・老人ホーム等への入所により会員の減少が続いている。 

・高齢化していく本人たちの独立した「住まい」の必要性が大きくなってきている。 

・あらゆる場面で虐待や暴力による行動が起こり，その防止が課題となっている。 

・就労は増加しているが，反面長続きしない場合もある。活動するたびに移動支援の必要性も出

ている。 

 

（地域での役割について） 

・福祉への理解が定着する社会の中，一般就労，移動方法，住まいの場等の問題がクローズアッ

プされており，親として果たすべき役割を果たしていきたい。 

・障がい者への理解を社会の人々に啓発をしていきたい。 

・住まい環境で，バリアフリー化をあらゆる場面で指摘をしていきたい。 

・本人の就労への心構えや準備を親として行っていく必要がある。 

・本人たちが生活する中，休日の過ごし方，早間情操の充実のため，楽しめるイベントを組んで

いきたい。 

 

（福祉サービスについて改善すべきところ） 

・目の不自由な子どものための同行援護の充実 

・家庭での生活の中，子どもの介護の必要性のため短期入所を求める人がいる。 

・重度障がいの人が特定の医療機関や施設で一定期間支援を受けることが望ましい。 

・高齢になった時の生活の場の提供 

・入所施設の整備について，各法人に頑張ってほしい。 
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（相談支援について） 

・本会では毎月第１火曜日に相談員が交代で相談会を行っている。 

・難しい相談は市の基幹相談支援センターに行ってもらっているが，事業所等とも連携した相談

活動をしていきたい。 

 

（地域生活・一般就労について） 

・総社市は他市よりも就労継続支援Ａ型事業所，Ｂ型事業所が多く，本人たちにとって自分の行

きたい仕事場を選べる環境ができていることはありがたい。 

・目の不自由な本人にとってはバリアフリーのある生活環境をつくることが必要である。 

 

（障がい者千人雇用について） 

・本人たちの就労できる機会を作っていただいていること，多くの事業所が活動していることは

ありがたいことだと思う。 

・就労した事業所の中には，本人が困ったときのためのアドバイザーを置き，折にふれ提言して

できるだけ離職をしないようにしているところもある。 

・心の充実を図るため，楽しい日が多いような行事等を計画することも大切な支援だと思う。 

・仕事を長く続けていくためには，人の話をよく聞くこと，教えてもらう勇気をもつこと，失敗

をおそれず進んでいくことが大事である。 

 

（その他） 

・本会は発足以来５０有余年多くの子どもたちの心の支えとして活動してきたが，親子の高齢化

が進み親たちのリタイアが続いている。 

・福祉的事業所が多くなる中，子どもの仕事の移行はうれしいが，会議などに親が出席しなくな

っており，行政や事業所関係の人のみで会が進行している。 

 

精神障がい者団体から寄せられた意見（ＮＰＯ法人あゆみの会） 

（運営上の問題点等） 

・就労継続支援Ｂ型事業所では，工賃アップを目指しているが，労働単価も低く，体力，能力に

応じて職を持していますが，現行の請負い作業では低賃金ならざるを得ず打つ手が見つからな

い。 

・年６回，ボランティアの協力でゆとりの時間，楽しむ会を企画しているが，受動的な活動を一

歩進めて労働できることも考えるべきと考える。 

・実生活に即した調理実習を再び取り入れたい。 

 

（地域での役割について） 

・障がい者が自立した日常生活，または社会生活を営むことを目的とし，利用者の意志，人格を
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尊重した支援を行っている。 

・対外的に閉じこもりがちな当事者を一歩でも外へ出られる自信をつけられるよう偏見を排除し

たい。 

 

（福祉サービスについて改善すべきところ） 

・親が行き詰っているにもかかわらず，なかなか援助を受けようとしない。訪問があれば糸口が

つかめるので，きっかけづくりが必要である。 

・福祉サービスの内容について，学習会や研修会があるとよい。 

・体験者の報告会があるとよい。 

・相談支援サービスなどを利用した，障がい者を中心に見据えた個別支援をチームワークで支え

ることが必要で，孤立化させないことが大切と思う。 

・現在，精神障がい者は精神科で受診すると一割負担ですが，他の障がい者と同様に他科の診療

も一割負担となるよう充実してほしい。 

 

（地域生活・一般就労について） 

・閉じこもりの人の退院後の指導を充実させてほしい。 

・保健所，市，社協が一体となった支援を希望する。 

 

（障がい者千人雇用について） 

・指導者，利用者ともに励みになっており，ステップアップする人もいる。 

 

 

６ 自立支援協議会の委員から寄せられた意見（一般） 

（福祉サービスについて） 

・いたれりつくせりで素晴らしい。 

・特別支援学校の児童生徒の朝の送りや家族が病気の時のショートステイ 

・医療的ケアの必要な児童生徒を受け入れてくれる事業所が増えて欲しい。 

・訪問系サービスについて，内容がわかりにくくもう少し具体的な説明をして頂けたらと思いま

す。 

・社会参加促進事業について，スポーツ，レクレーション…障がい者スポーツを普及するために

教室などを開催することをはじめ，とありますが，開催しているのでしょうか？ 

・福祉ホーム事業について，場所はどこでしょうか。 

行動援護は重度のみではなく中度にも適用してはどうか。 

行動援護。重度だけではなく，必要に応じて利用できると良いと思います。 

・日中一時支援事業（土日，長期休みの利用ができる所が増えればうれしいです） 

① 短期入所…・急な利用ができない。 

・重度心身障がい児の受入れ先がなく困っている人がいる（看護師が必要） 

② 近い将来，住む場所が足りなくなる。 
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・特にありません。真剣に取り組んでいると思います。引き続き「ゆうゆう」等における相談援

助の充実を望みます。 

① 学校卒業後すぐにＢ型事業所にいく場合のアセスメントを行う就労移行事業所が一か所しか

ない。今後実際にアセスメントできますか。 

② 施設入所について。入所施設や定員は増えないと思うが，需要は多い。 

③ 通学の支援（スクールバス停までの付添いなど）に使えるサービスはありますか。 

・総社市の障がい福祉サービスの利用方法，内容がわからない。そしてどこで情報提供をしてい

るのかもわからない。 

・視覚障害の同行援護を知的障害の人も使えた方がよい。 

・移動支援事業の範囲を広げてほしい。 

 

７ 自立支援協議会の委員から寄せられた意見（事業者） 

（運営上の問題点等） 

・利用者に対する福祉的な支援スキル 

・安定的な事業所運営 

・発達障がい，精神障がいに関する知識 

・一般就労を希望する利用者の就労支援 

・開施時間の延長 

・休業日の利用の希望相談 

・駐車場の確保 

・自社製品を販売する場所 

・就労継続支援Ｂ型事業所…当事業所定員１５人に対し，常時利用できている利用者は月平均９

～１０人程度となっており，経営的には厳しい状況であり，今後短期間での利用者の増加は見

込めないのではないかと考えている。 

・日中一時支援…当事業所では，小学校１年～３年生までが支援対象となっているが，今後現在

の開催場所では利用者の増加に対する対応が難しい状況となっている。 

・正規職員が少ない中での運営となっています。パート等がパート以上の取り組みをしています。

給与等の改善をしたいと思いますが，市に合わせるとのことで困難となっています。市全体と

して福祉や介護のメンバーの給与等の改善を望みます。 

・利用者確保について（定員を満たしていないため） 

・工賃の向上。 

・場所が狭いこと。 

・室内の狭さ。 

・戸外の狭さ。 

・場所の狭さ。 

・人材確保について，管理者研修などを受講後，子育てなどの理由で退職したりするので人材育

成や確保が大変である。 

・負担金未払いについて，重要事項説明書に記載が有るが，何回も支払い催促をしても３か月以

上未払い。利用停止にすると本児に必要な療育が受けられずトラブルにもなりかねないのでそ

れもできず，事業所が我慢している。 

・ハード面の環境整備が必要である。杖を使用している方や，歩行にふらつきがある方がいるが，
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手すりが必要な場所に設置できていない。トイレであったり，廊下であったり配備が必要であ

る。また，定員を増員したことにより，各作業室が狭くなっているため，働きやすい環境とは

なっていないように思われる。 

・就労移行支援事業では，総社市独自の集団面接会や障がい者千人雇用センターの協力もあり，

毎年のように一般企業等に就職ができています。退所者がいる反面，新たに就労移行支援事業

の利用を希望する方がいない状況があります。 

これまでは就労継続支援Ｂ型事業所の利用を希望する支援学校の新規卒業生には制度を説明

し，就労移行支援事業を利用して頂いてきました。 

しかし，２７年度は就労継続支援Ｂ型事業所の利用希望者もいない現状であり，就労継続支援

事業の継続が困難な状況です。 

・当事業所は，相談支援事業，ヘルパーステーション，地域活動支援センターⅡ型の３事業を行

っており，ニーズは高いものの，収益性の部分では相談支援事業をはじめ，あまり高いものと

はいえない。 

・児童の方で日中一時支援の利用申請を行っている方が地域活動支援センターⅡ型も日中一時支

援的な利用を希望されているが，再度申請書を記入等しないといけない点が煩わしいと訴えら

れる方もおられた。日中一時支援に比べるとⅡ型は使いにくい印象がある。（利用者負担金に

ついては日中一時支援と同様ではある。） 

・放課後等デイサービスと日中一時支援を行っているが，日中一時支援のニーズが多く，スタッ

フの配置によっては断ることも増えてきている。 

・医療的ケアが必要な利用者の方の見学などの問い合わせが多いが，当事業所は看護師が非常勤

であり，勤務時間も不規則であるため利用にはつながっていない。また，現状では常勤で看護

師を配置するのは運営上難しい。 

・２６年度に新たに生活介護を開設したが，利用者確保が課題である。 

・現在，地域活動支援センターⅢ型を併設しており，併設の利点もあるが，発達障がいの方の対

応の違い等，Ⅲ型と就労継続支援Ｂ型事業を区別していく必要性があるように思っています。 

・未だ売上があがる仕組みができていないため経営が困難である。どうしても経営を重視してし

まうため，利用者への支援が十分でないと思う。 

・職員の意識の統一と責任感のある若い職員の育成ができていない。 

・利用者の方を採用する際，数日の研修では判断できず，できる仕事を探すのに困ることがよく

ある。（職員の負担が大きくなってしまう。） 

・利用施設が老朽化しており，駐輪場や室内の狭さに苦慮している。また，作業にも影響を及ぼ

している。 

・職員の確保が難しい。 

・地域活動支援センターⅢ型事業，就労継続支援Ｂ型事業，それぞれ特色をもって運営している

が，Ⅲ型への定着が進みにくい。Ｂ型事業は工賃アップのための課題がある。 

・市の予算ではまだ十分なことができない 
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８ 用語解説 

 

【あ】 

●アスペルガー症候群 

発達障がいの一種であり，一般的には「知

的障がいが無い自閉症」とされている。 

対人関係の障がいや，他者の気持ちの推測

力，すなわち心の理論の障がいが特徴とされ

る。 

 

【か】 

●学習障がい（ＬＤ） 

全般的な知的発達の遅れはないが，聞く，

話す，読む，書く，計算する，または推論す

るなどの特定の能力の習得と使用に，著しい

困難を示す様々な障がいを指す。 

 

●グループホーム 

障がい者が，世話人から日常生活上の援助

を受けながら共同生活を行い，地域において

自立生活していくための暮らしの場。 

 

【さ】 

●自閉症 

３歳くらいまでに現れ，他人との社会的関

係の形成の困難さ，言葉の発達の遅れ，興味

や関心が狭く特定のものにこだわる，などを

特徴とする行動の障がいのこと 

●身体障がい者 

身体障害者福祉法では，①視覚障がい，②

聴覚又は平衡機能の障がい，③音声機能，言

語又はそしゃく機能の障がい，④肢体不自

由，⑤心臓，腎臓，呼吸器，膀胱，直腸又は

小腸の機能障がい，⑥ヒト免疫不全ウィルス

による免疫機能障がいがある１８歳以上の

者であって，県知事から身体障害者手帳の交

付を受けた者をいう。障がいの程度により１

級から６級に認定される。 

 

●身体障害者手帳 

身体障害者福祉法に基づき交付され，同法

に規定する更生援護を受けることができる

人であることを確認する手帳。 

 

●精神障がい者 

統合失調症，精神作用物質による急性中毒

又はその依存症，知的障がい，精神病質その

他の精神疾患を有する者をいう。 

 

●精神障害者保健福祉手帳 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律に基づき，精神障がいの状態にあると認め

た人に交付する手帳。 
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●成年後見制度 

判断能力が十分ではない知的障がい者，精

神障がい者等を保護するため，家庭裁判所の

審判に基づき成年後見人，保佐人，補助人等

から援助を受ける制度。 

 

●その他の広汎性発達障がい 

自閉性精神発達遅滞のこと。精神発達遅滞

とは，全般的な知能の発達に遅れがみられ，

社会生活にうまく適応できない状態のこと。

発達期に低い知能がみられる場合をいう。 

 

【た】 

●知的障がい者 

知的機能の障がいが発達期(おおむね１８

歳まで)にあらわれ，日常生活に支障が生じて

いるため，なんらかの特別な援助を必要とす

る状態にある人。 

 

●注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ） 

年齢あるいは発達に不釣合いな注意力，ま

たは衝動性，多動性を特徴とする行動の障が

いで，社会的な活動や学業の機能に支障をき

たすもの。 

 

●特別支援教育 

障がいのある幼児，児童，生徒の自立や社

会参加に向けた主体的な取り組みを支援す 

るという視点に立ち，幼児児童生徒一人ひと

りの教育的ニーズを把握し，その持てる力を

高め，生活や学習上の困難を改善又は克服す

るため，適切な指導及び必要な支援を行うも

の。 

 

【な】 

●ノーマライゼーション 

常態化，正常化，標準化。障がい者や高齢

者を区別して隔離することは異常（アブノー

マル）であり，あらゆる人々が共に暮らして

いく社会こそが正常（ノーマル）だという福

祉の理念。 

 

【は】 

●発達障がい 

自閉症，アスペルガー症候群，その他の広

汎性発達障がい

※

，学習障がい

※

，注意欠陥多

動性障がい

※

その他これに類する脳機能の障

がいであってその症状が通常低年齢におい

て発現するものとして政令で定めるものを

いう。 

 

●バリアフリー 

障がい者が社会生活をしていく上で障壁

（バリア）となる段差などの物質的障壁や社

会参加を困難にしている社会的，制度的，心

理的なすべての障壁の除去を行うこと。 
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●法定雇用率 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に

より，一般民間企業，特殊法人，国，地方公

共団体の機関について，その雇用している労

働者中に占める障がい者の割合が一定率以

上でなければならないとされる雇用率のこ

と。一般民間企業の場合は，従業員５０人以

上が対象で，２．０％。 

 

【ま】 

●民生委員児童委員 

民生委員法に基づき，各市町村に置かれる

民間奉仕者。都道府県知事の推薦により厚生

労働大臣が委嘱する。市町村の区域内におい

て，担当の区域又は事項を定めて，①常に調

査を行い，生活状態をつまびらかにしておく

こと，②保護を要するものを適切に保護指導

すること，③社会福祉事業施設と密接に連絡

し，その機能を助けること，④福祉事務所そ

の他の関係行政機関の業務に協力すること，

などを職務とする。児童福祉法による児童委

員を兼務する。 

 

【ら】 

●ライフステージ 

人間の一生における幼年期・児童期・青年

期・壮年期・老年期などのそれぞれの段階。 

 

●療育 

障がい児が医療的配慮のもとで育成され

ること。 

 

●療育手帳 

児童相談所又は知的障害者更生相談所に

おいて知的障がいと判定された人に交付す

る手帳。 
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